


「 と も に寄り 添い と も に築き と も に輝く 地域づく り 」 を目指し て

急速な人口減少に伴う 少子高齢化や過疎化の進展も 相まっ て、 住民同士の支え合い機能の低下

や社会的孤立など、 地域においては様々な福祉的問題が生じ ており 、 地域の福祉力の脆弱化が深

刻と なっ ています。

こ のよ う な中、 国においては地域社会の中で誰も が役割を 持ち 活躍でき る「 地域共生社会の実

現」 のための施策が進めら れています。 本会においても 、 市町社協を はじ めと し た福祉関係者の

皆様と と も に、 地域住民が自分ら し く 安心し て生活でき る まち づく り に努めている と こ ろ です。

こ のたび、 私ども 佐賀県社会福祉協議会では、 ミ ッ ショ ン（ 使命） の明確化やプレ ゼン ス（ 存

在感） の向上を 目指し 、 2019 年から の５ ヶ 年の「 第１ 期地域福祉推進計画」 を 策定いたし まし た。

本計画では、「 年齢や性別、 障害のある なし にかかわら ず、 県民誰も が住み慣れたまち で安心し

て健康的に暮ら すこ と ができ る地域づく り への貢献」 を 基本理念と し て掲げまし た。 本会役職員

が 心 を 一 つ に、 想 像 力（ im agination）・ 人 と 人 と の つ な が り （ com m unication）・ 思 い や り

（ thoughtfulness） を 大切にし ながら 、 令和の時代から 新たに始まる 本計画の実現に取り 組んでま

いり ます。

今後と も 県民の皆様を はじ め、 市町社会福祉協議会や施設法人、 民生委員・ 児童委員、 ボラ ン

ティ ア・ Ｎ Ｐ Ｏ 、 県行政等、 様々な関係機関・ 団体の方々のご理解と ご協力を 賜り ますよ う お願

い申し 上げます。

最後になり まし たが、 本計画策定にあたり 、 ご助言いただき まし た西九州大学の滝口教授を は

じ め、 アン ケート 等によ り 貴重なご意見を お寄せいただき まし た関係者の皆様に心から 御礼申し

上げます。

令和元年 8 月

社会福祉法人佐賀県社会福祉協議会

会 長 井田 出海
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Ⅰ 計画の策定にあたっ て

⑴ 計画策定の経緯・ 趣旨

佐賀県社会福祉協議会（ 以下「 本会」 と いう 。） は、 昭和28年の法人設立以来、 一貫し て県内におけ

る社会福祉事業、その他の社会福祉を 目的と する事業の健全な発達及び社会福祉活動の活性化を 進め、

地域福祉の推進に努めてき まし た。

し かし ながら 、 少子高齢化や核家族化の急速な進行などに伴い、 地域社会の様相は大き く 変化し 、

福祉ニーズは複雑多様化し 、 こ れまでの地域福祉活動だけでは対応し き れない生活課題も 顕在化し て

き まし た。 制度に目を 転じ れば、 2000年（ 平成12年） の社会福祉基礎構造改革により 措置制度から 契

約制度への転換、 それに伴う 介護保険制度や障害者自立支援法の施行など、 利用者や福祉サービ ス事

業者を 取り 巻く 環境も 大き く 変化し ています。 2017年（ 平成29年） の社会福祉法の改正では、 社会福

祉法人にはガバナン ス強化や公益的な取り 組みが求めら れ、翌年の改正では自治体の地域福祉（ 支援）

計画の策定が努力義務化さ れまし た。 地域包括ケアシステムの整備と 合わせ、 地域共生社会の実現に

向けた地域福祉の推進など、 様々な制度改革や日々変化する社会への対応が急務と なっ ています。

こ う し たこ と から 、 本会では、 今回掲げた「 私たち は、 年齢や性別、 障害のあるなし にかかわら ず、

県民誰も が住み慣れたまち で安心し て健康的に暮ら すこ と ができ る 地域づく り に貢献し ます」 と いう

理念のも と 、 こ のたび「 第１ 期地域福祉推進計画」 を 策定し まし た。

第百十条 都道府県社会福祉協議会は、 都道府県の区域内において次に掲げる事業を 行う こ と により 地域

福祉の推進を 図るこ と を 目的と する団体であっ て、 その区域内における市町村社会福祉協議会の過

半数及び社会福祉事業又は更生保護事業を経営する者の過半数が参加するも のと する。

一 前条第一項各号に掲げる事業であっ て各市町村を通ずる広域的な見地から 行う こ と が適切なも の

二 社会福祉を目的と する事業に従事する者の養成及び研修

三 社会福祉を目的と する事業の経営に関する指導及び助言

四 市町村社会福祉協議会の相互の連絡及び事業の調整

（ 社会福祉法 抜粋）

⑵ 計画期間

本計画は、 2019年度（ 令和元年度) 〜2023年度（ 令和５ 年度） までの５ 年間を 計画期間と し ます。 計

画期間中における社会情勢の変化、 福祉制度の改正等による計画への変更の必要が生じ た場合は見直

し を 行います。

⑶ 計画体系図

本計画は以下の内容にて構成し ています。
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● 基本理念 本会における 基本的な活動原則であり 、 本会が取り 組むすべての事業・ 活動はこ の基本

理念の実現のためにあり ます。

● 基本目標 理念を 実現するための事業展開の目標であり 、 理念を 具現化するための位置づけと なり

ます。

● 取組方針 基本目標に掲げた活動展開に基づく 、「 取組方針」 です。

● 推進項目 目標を 達成するため推進する取組方針に従い、「 推進項目」 と し ています。

⑷ 計画の進行管理

こ の計画の進行管理については、 本会の理事会・ 評議員会において、 年度ごと の事業計画と 事業報

告の対比などにおいて、 進捗状況の把握を 行います。 また、 ５ 年間の中間年度である 2021年度（ 令和

３ 年度） には計画全体の中間評価を 実施し 、 計画全体の進捗状況を 確認し ます。

⑸ 佐賀県地域福祉支援計画と の関係

佐賀県においては「 佐賀県地域福祉支援計画」 が推進さ れています。 こ の計画は社会福祉法第108条

に定めら れる都道府県の地域福祉支援計画であり 、 本会では、 こ の佐賀県地域福祉支援計画の内容も

踏まえながら 、 本計画を 推進し ていき ます。
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Ⅱ 現状と 課題（ 策定の背景）

○わが国では急速な人口減少に伴う 少子高齢化によ っ て、 地域における支え合い機能の低下や社会的

孤立など、 様々な福祉的問題が発生し 、 地域社会の脆弱化が深刻と なっ ています。 また、 家庭内に

おける 福祉課題の複合化や経済的理由によ る生活困窮、 多様化する地域社会での生活課題など、 重

層的かつ深刻な問題と なっ て顕在化し ています。 その他、 中山間部や都市部において、 移動手段や

生活物資の確保が困難な場合など、 今日明日の生活に支障を 来たし ている地域も 生まれています。

○こ れら の問題発生には、 様々な要因があり ますが、 少子高齢化や人口減少、 過疎化の進展によ り 、

家庭や地域社会、 企業等の相互扶助機能が急速に力を 失っ たこ と にも 起因し ているも のと 考えら れ

ます。 そし て、 こ れら の問題に対し て、 既存の社会保障・ 社会福祉制度が十分に機能し き れていな

い状況にある のも 事実であり ます。

○2000年（ 平成12年） の社会福祉基礎構造改革以降、 介護保険法や障害者に対する福祉サービスの一

元化を 目的と し た「 障害者自立支援法」 の施行（ 2013年に「 障害者総合支援法」 に改正）、 児童福祉

法の改正、 2008年（ 平成20年） 年には障害者差別解消法によ る障害の理解促進、 合理的配慮などの

取り 組みの推進、 また2015年（ 平成27年） には生活困窮者の自立支援を 目的と し た「 生活困窮者自

立支援法」 の施行によ る セーフ ティ ーネッ ト 機能の強化など、 福祉を 取り 巻く 環境は時代と 共に、

その課題に対応すべく 変化し てき まし た。 個人の尊厳を 尊重し 、 その人ら し い暮ら し を 支えるため

にも 、 高齢者・ 障害者など社会的養護を 必要と する方への権利擁護を 支援する 取り 組みも 今後ます

ます必要と なっ ています。

○そし て地域の福祉課題への対応に目を 向けると 、 2008年（ 平成20年）、 厚生労働省がまと めた「 こ れ

から の地域福祉の在り 方に関する研究会」 の報告では、 1990年以降、 高齢者や障害者福祉サービ ス

の分野ごと の発展により 、 質・ 量と も に充実はし てき ている も のの、 制度の狭間にあっ て対応でき

ない問題や一つの世帯で要介護の親と 障害を 持つ子ども がいる複合的な事例などから 、 公的な福祉

サービスだけでは対応でき ない課題が述べら れています。 その課題に対応する ため、 基本的な福祉

ニーズは公的な福祉サービスで対応すると いう 原則を 踏まえつつも 、 ボラ ンティ アやNPO、 住民団

体など多様な民間主体が担い手と なり 、 地域の生活課題を 解決し ていく 「 新たな公」 の創出が地域

福祉の意義であると も 述べら れまし た。 近年では、 8050問題や外国籍の方への配慮など、 地域にお

いて新たな課題への対応も 急務と なっ てき ています。

○2016年（ 平成28年） ６ 月２ 日に閣議決定さ れた「 ニッ ポン一億総活躍プラ ン」 では、 支え手側と 受

け手側に分かれるのではなく 、 地域社会の中で誰も が役割を 持ち、 活躍でき る 「 地域共生社会の実

現」 が求めら れており 、 社会的排除や社会的孤立と いっ た現実に生じ う る問題を 直視し つつも 、 地

域住民や地域の多様な主体が参画し 、 人と 人、 人と 資源が世代や分野を 超えてつながるこ と で、 住

民一人ひと り の暮ら し と 生き がい、 地域を と も に作っ ていく こ と が求めら れています。 地域共生社

会の実現は、 地域における住民同士の支え合いを 深め、 生活課題に対し て個人や関係機関の多様な

参画と 連携によるネッ ト ワーク を 構築する こ と が重要と さ れています。 本会と し ては、 市町社協や

施設法人におけるこ れら の取り 組みを 後押し する と と も に、 改めて社協と し ての使命・ 役割を 認識

するこ と が求めら れています。

参考文献

改訂増補社会福祉法改正のポイ ント （ 全国社会福祉協議会）

社会福祉学習双書2016地域福祉論（ 全国社会福祉協議会）

第 1 期地域福祉推進計画

と も に寄り 添い と も に築き と も に輝く  地域づく り

（  2019 － 2023 ）

4



資料（ 佐賀県の人口推移等）

■人口推移

佐賀県の総人口は1955年（ 昭和30年） を ピ ーク と し 、 その後なだら かに増減を 繰り 返し ていまし た

が、 2000年（ 平成12年） 以降は減少傾向と なっ ています。 2040年には70万人を 下回ると 見込まれて

います。

資料： 総務省「 平成27年国勢調査」、 国立社会保障・ 人口問題研究所「 日本の地域別将来推計人口（ 平成

30（ 2018） 年推計）」

■年齢３ 区分における人口推計

人口を 年齢により ３ 区分し た場合、 1955年（ 昭和30年） から 2000年（ 平成12年） の45年間で、 年少

人口は６ 割減少、 老年人口は３ 倍増と なり 、 今後も 人口構造の大き な変化が進んでいます。

資料： 総務省「 平成27年国勢調査」、 国立社会保障・ 人口問題研究所「 日本の地域別将来推計人口（ 平成

30（ 2018） 年推計）」、 佐賀県統計課「 さ が統計情報館」
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■人口の推移と 高齢化率

1975年（ 昭和50年） には全体の10. 7％だっ た高齢化率は、 2000年（ 平成12年） には20. 4％、 その後

2015年（ 平成27年） には27. 7％、 2020年には30％を 超え、 こ のままの傾向が続く と 2040年には高齢

化率は34. 7％に到達する こ と が見込まれます。

参考： 国勢調査（ 総務省）、 日本の地域別将来推計人口（ 平成25年3月推計） 国立社会保障・ 人口問題研

究所

■生活保護世帯の分類と 保護世帯に占める単身世帯数

生活保護世帯では高齢者世帯が増加し ており 、 また全保護世帯に占める 単身世帯数も 年々増加し て

おり 、 2015年（ 平成27年度） には世帯の８ 割超に達し ています。

参考： 佐賀県統計年金鑑（ 平成28年度）
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7 0 0 ,0 0 0

6 0 0 ,0 0 0

5 0 0 ,0 0 0

4 0 .0 %

3 0 .0 %

2 0 .0 %

1 0 .0 %

0 .0 %

1
9 7 5

年
2
0 0 0

年
2
0 0 5

年
2
0 1 0

年
2
0 1 5

年

2
0 2 5

年

2
0 2 0

年

2
0 3 0

年
2
0 3 5

年
2
0 4 0

年

人口（ 佐賀県） 高齢化率

1 0 .7 %

2 0 .4 % 2 7 .7 %

3 0 .4 %

8 7 6 ,6 5 4

8 3 2 ,8 3 2

人口の推移と 高齢化率
( 人 )

3 4 .7 %

6 9 6 ,8 1 5

2 2 4 4

2 6 4 0

4 5 7 2

4 7 82

4 9 41
5 1 1 3

5 2 83
22 5 2

27 9 0 2 9 2 1

2 2 5 2
2 20 1

3 11 5 33 2 1

2 1 3 6

6 0 00

4 0 00

2 0 00

0

5 50 0

5 00 0

4 50 0

4 00 0

2 0 11 年 2 0 1 2 年 2 0 1 3 年 2 01 4 年 2 0 15 年

高齢者世帯

傷　 病・ 障害者世帯

単身世帯母子世帯

（ 単身世帯）（ 世帯分類）

その他の世帯

生活保護世帯の分類と

保護世帯に占める単身世帯数



Ⅲ 計画の構成

■ 基本理念

私たちは、 年齢や性別、 障害のあるなし にかかわら ず、 県民誰も が住み慣れ

たまちで安心し て健康的に暮ら すこ と ができる地域づく り に貢献し ます。

■ スローガン

と も に寄り 添い と も に築き と も に輝く 地域づく り

■ 基本目標

■ 行動指針

「 私たちのI． C． T」

私たち は 想像力（ imag ination） と 、

人と のつながり を 最大限に活かし （ communication）、

思いやり （ thoughtfulness） を も っ て取り 組みます！

7

１ つながり 、 支え合える 地域づく り の推進
( 地域の福祉力向上に向けた支援）

２ 一人ひと り の困り ごと の解決に向けた
取り 組みの推進（ 個の支援の推進）

市町社協や民生委員・ 児童委員等、 様々な
団体や地域住民等と の連携・ 協働のも と 、
求めら れる 支援や新たな取り 組みの実践を
図り 、 地域住民がと も につながり 、 支え合
う 地域づく り を 推進し ます。

生活上の困り ご と を 抱えた地域住民に丁寧
に寄り 添いながら 、 それぞれが抱える 課題
の解決に取り 組みます。

３ 地域づく り や福祉に携わる人材の確保・
育成・ 定着の推進（ 担い手づく り の推進）

４ く ら し の安心を 支える 体制強化の推進
( 福祉サービス事業者の支援）

市町社協や福祉サービ ス事業所、 学校・ 養
成施設等と の連携・ 協働を 密にし て、 地域
づく り や福祉サービ ス提供の担い手と なる
幅広い人材の確保や育成に取り 組みます。

施設種別協議会や各種団体と 連携し 、 福祉
サービ ス利用者へのよ り 良いサービ スを 提
供する こ と ができ る 基盤づく り を 推進し ま
す。

５ 県社協の基盤強化への取り 組み
（ 法人の基盤強化）

地域福祉の総合拠点と し て、 信頼さ れる 県社協を 目指し 、
各種団体と の連携・ 協働を 深め、 組織の基盤強化に取り 組みます。
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つながり 、 支え合う ための地域
福祉の取り 組みを強化し ます

市町社協や民生委員・ 児童委員等、 様々な団体や地域住民等と の
連携・ 協働のも と 、 求めら れる支援や新たな取り 組みの実践を図
り 、 地域住民がと も につながり 、 支え合う 地域づく り を推進し ま
す。

生活上の困り ごと を抱えた
地域住民に丁寧に寄り 添い
ながら 、 それぞれが抱える
課題の解決に取り 組みます。

つながり 、 支え合える地域づく り の推進
（ 地域の福祉力向上に向けた支援）

一人ひと り の困り ごと の解決に
向けた取り 組みの推進

（ 個の支援の推進）

佐賀県社会福祉協議会　

基　 本　

■　 基本目標　 1 　 ■ ■　 基本目標　 ２ 　 ■

取組方針

1

取組方針

2

取組方針

3

取組方針

5

取組方針

4

地域におけるボラ ン
ティ ア活動や住民活
動への取り 組みを強
化し ます

総合相談機
能を強化し
ます

地域住民に
最も 身近な
相談相手と
なる民生委
員・ 児童委
員の活動を
支援し ます

住み慣れた地域で
の安心し た暮ら し
を 保障するため、
一人ひと り の権利
を 擁護する取り 組
みを 推進し ます

推進項目 推進項目 推進項目 推進項目推進項目

安定し た財源の 

私たちは、年齢や性別、障害のあるなし にかかわらず、県民誰もが　
　 　 　  (スローガン） と も に寄り 　

行動指針：「私たちのＩ．Ｃ．Ｔ」　私たちは　想像力（imagination）と人との つ

(1)

地
域
の
課
題
把
握
と
解
決
の
た
め
の
取
り
組
み
充
実
へ
の
支
援

(1)

民
生
委
員
・
児
童
委
員
活
動
の
支
援
の
強
化

(1)

包
括
的
な
相
談
支
援
と
低
所
得
者
等
を
対
象
と
し
た
貸
付
事
業
の
推
進

(1)

福
祉
サ
ー
ビ
ス
利
用
援
助
事
業
の
実
施
に
よ
る
権
利
擁
護
の
推
進

(2)

権
利
擁
護
事
業
の
推
進

(2)

相
談
支
援
機
関
と
の
連
携
強
化

(1)

福
祉
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー
に
お
け
る
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
・

住
民
活
動
の
推
進

(2)

市
町
社
協
の
運
営
支
援
の
強
化

(2)

福
祉
教
育
実
践
の
た
め
の
支
援
の
強
化

(3)

災
害
時
の
被
災
者
支
援
の
た
め
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
の
推
進

(3)

市
町
社
協
役
職
員
の
専
門
性
の
強
化

(4)

市
町
社
協
を
中
心
と
し
た
社
会
福
祉
法
人
間
連
携
プ
ラ
ッ
ト

フ
ォ
ー
ム
の
取
り
組
み
の
推
進
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取組方針

1 3

取組方針

1 0

福祉サービ
ス事業従事
者の確保・
育成・ 定着
を推進し
ます

福祉サービス
事業従事者の
すそ野を広げ
るための取り
組みを推進し
ます

福祉サービ

ス事業者の

基盤強化を

支援し ます

福祉サー
ビス利用
者の安心
のための
取り 組み
を推進し
ます

安定し た

福祉サー

ビスの提

供のため

の体制づ

く り を支

援し ます

市町社協や福祉サービス事業所、
学校・ 養成施設等と の連携・ 協
働を密にし て、 地域づく り や福
祉サービス提供の担い手と なる
幅広い人材の確保や育成に取り
組みます。

施設種別協議会や各種団体と 連
携し 、 福祉サービス利用者への
より 良いサービスを提供するこ
と ができる基盤づく り を推進し
ます。

地域福祉の総合拠点と し て、 信頼さ れ
る県社協を目指し 、 各種団体と の連
携・ 協働を深め、 組織の基盤強化に取
り 組みます。

地域づく り や福祉に携わる 人材
の確保・ 育成・ 定着の推進
（ 担い手づく り の推進）

く ら し の安心を 支える 体制強化の推進 県社協の基盤強化への取り 組み
（ 法人の基盤強化）（ 福祉サービ ス事業者の支援）

第1 期地域福祉推進計画　 骨子

理　 念

■　 基本目標　 ３ 　 ■ ■　 基本目標　 ４ 　 ■ ■　 基本目標　 ５ 　 ■

取組方針

1 2

取組方針

6

取組方針

7

取組方針

8

取組方針

9

取組方針

1 1

推進項目 推進項目推進項目 推進項目 推進項目 推進項目 推進項目 推進項目

 確保【 法人の基盤強化】

住み慣れたまちで安心し て健康的に暮ら すこ と ができ る地域づく り に貢献し ます。
添い　 と も に築き 　 と も に輝く 　 地域づく り

の つながり（communication）を最大限活かし、思いやり（thoughtfulness）をもって取り組みます！

(1)

求
職
者
支
援
機
能
の
強
化

(2)

福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
従
事
者
の
支
援
機
能
の
強
化

(1)

福
祉
の
仕
事
の
魅
力
を
届
け
る
取
り
組
み
の
強
化

(1)

福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
経
営
基
盤
強
化
の
支
援

(1)

福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
等
の
職
場
の
環
境
向
上
の
支
援

(1)

福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
等
の
組
織
運
営
や
事
業
の
透
明
性
向
上

の
支
援

(2)

福
祉
従
事
者
の
す
そ
野
を
広
げ
る
取
り
組
み
の
推
進

(2)

社
会
福
祉
法
人
の
地
域
公
益
活
動
へ
の
取
り
組
み
支
援

(2)

苦
情
を
解
決
す
る
体
制
づ
く
り
の
支
援

(1)

福
祉
の
拠
点
と
し
て
の
情
報
収
集
・
情
報
発
信
機
能
の
強
化

(2)

拠
点
整
備
に
向
け
た
会
館
移
転
の
協
議
及
び
設
計

(3)

福
祉
サ
ー
ビ
ス
提
供
に
係
る
課
題
把
握
と
解
決
の
取
り
組
み
推
進

(1)

会
務
の
円
滑
な
遂
行
と
組
織
の
透
明
性
の
確
保
と
強
化

(2)

職
員
の
資
質
向
上
の
取
り
組
み
強
化

(3)

安
定
し
た
財
源
確
保
の
た
め
の
取
り
組
み
強
化

(1)

行
政
と
の
継
続
的
な
連
携
・
協
働
体
制
の
構
築

(2)

関
係
団
体
と
の
連
携
強
化

(3)

共
同
募
金
会
と
の
連
携
・
協
働
に
よ
る

募
金
活
動
や
寄
付
文
化
の
醸
成
の
推
進

法人運営の基
盤強化を推進
し ます

各関係団体
と 連携し た
取り 組みを
進めます

地域福祉の
総合拠点と
し て、 福祉
情報の発信
や調査研究
機能を強化
し ます



Ⅳ 基本目標と 取組方針

基本目標１ ： つながり 、 支え合える 地域づく り の推進( 地域の福祉力向上に向けた支援)

取組方針１ ： つながり 、 支え合う ための地域福祉の取り 組みを 強化し ます

【現状】

○少子高齢化や人口減少、 過疎化の進展などを 背景に、 地域で課題を 解決し ていく と いう 地域力、 あ

る いはお互いに支え合い共生し ていけるよ う な地域の福祉力が脆弱になり つつあり ます。

○一方、 高齢、 障害、 子育てのみなら ず、 いわゆる 「 8050問題」 や「 ダブルケア問題」 等にみら れる

よ う な社会的に孤立し ている世帯や、 様々な課題が複合し て生活が困窮し ている世帯等、 時には地

域住民から 「 排除」 の対象になるよ う な、 生活のし づら さ や困難を 抱える地域住民（ 世帯） が増加

し ています。 佐賀県内においても 、 佐賀県障害福祉課が、 2017年（ 平成29年） に県内全ての民生委

員・ 児童委員の協力を 得て行っ た、「 引き こ も り 等に関するアン ケート 調査」 の結果によ ると 、 県内

で「 引き こ も り 等の状態にある」 と し て把握でき た方は644名であり 、 年代別にみると 40歳以上の中

高年が全体の７ 割を 超え、 引き こ も り の状態にある期間が10年以上と なっ ている方が36％である な

ど、 高年齢化し 、 長期化し ている現状がう かがえます。

○こ のよ う な中、 2016年（ 平成28年） ６ 月２ 日に閣議決定さ れた「 ニッ ポン一億総活躍プラ ン」 では、

子ども ・ 高齢者・ 障害者等すべての人々が地域、 暮ら し 、 生き がいを と も に創り 、 高め合う こ と が

でき る 「 地域共生社会」 を 実現する こ と が盛り 込まれ、 そのために、 支え手側と 受け手側に分かれ

る のではなく 、 地域のあら ゆる 住民が役割を 持ち 、 支え合いながら 、 自分ら し く 活躍でき る地域コ

ミ ュ ニティ を 育成し 、 福祉などの地域の公的サービスと 協働し て助け合いながら 暮ら すこ と のでき

る 体制を 住民に身近な圏域で構築し ていく と さ れています。

○全国社会福祉協議会（ 以下「 全社協」。） が示し た「 社協・ 生活支援活動強化方針」 においては、 地

域住民から 寄せら れる多様な生活課題を 受け止め、 地域を 基盤にし て解決に繋げる 支援やその仕組

みづく り を 行う 「 あら ゆる 生活課題への対応」 と 、 ボラ ンティ ア・ NPO団体、 社会福祉法人などの

地域の各種団体と の協働の取り 組みを 広げ、 地域のつながり の再構築を 図り 、 誰を も 排除し ない地

域社会づく り を 進める「 地域のつながり の再構築」 を 、 社協が今後検討・ 展開すべき 主な事業・ 活

動の柱と し て提起し ています。

○また、 2017年（ 平成29年） ４ 月に改正社会福祉法が全面施行さ れ、 こ れまで地域福祉の中核を 担っ

てき た社会福祉法人が、 今後も 地域の中で役割を 果たし 、 その存在意義を より 強固なも のにする た

めには、 今後どのよ う な点に留意し て事業展開を 進めていく べき かが益々問われる よう になり まし

た。

○こ れまで「 住民主体の原則」 に基づいて地域福祉の中核を 担っ てき た社協も 、 社会福祉法人の一員
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である こ と を 自覚し た上で、 地域住民が何を 求めているのか、 住民が抱えている生活課題、 生活の

し づら さ を 明ら かにする と と も に、 こ れら の地域生活課題の解決に向けて様々な主体と 連携・ 協働

し た地域福祉活動への果敢な挑戦が求めら れています。

【課題】

⑴ 深刻化、 複雑化し 、 顕在化し づら い地域住民の生活課題の把握と 解決のための取り 組みの充実

住民に最も 身近な圏域で地域福祉活動を 推進し てき た市町社協は、 こ れまでも 、 民生委員・ 児童委

員や福祉委員、 ボラ ンティ ア団体等地域住民と と も に、 見守り 活動やふれあい・ いき いき サロン 、 心

配ごと 相談事業等に取り 組んでいます。 し かし 、 地域住民の抱える 困り ごと が深刻化・ 複雑化、 また、

複合化し 顕在化し づら く なっ ている今日にあっ ては、その課題に気づき にく い状況が見受けら れます。

そのため、 こ れまで以上に、 生活課題を 積極的に把握するこ と ができ る総合相談体制の整備や、 その

解決に向けての多機関・ 多職種と の連携、 新たな取り 組みの展開等が必要と なっ ています。

また、 生活困窮者の自立相談支援事業によ る相談体制の整備や、 生活支援体制整備事業における生

活支援コ ーディ ネータ ーの配置など、 行政から の受託による事業等についても 、 事業受託の有無にか

かわら ず、地域住民と 各種の福祉制度、身近な支援者、社会福祉法人等地域の社会資源等と を コ ーディ

ネート する機能の構築や生活困窮者への支援等は、 その地域ごと の生活課題への取り 組みであり 、 本

来社協が取り 組むべき も のであると 位置づけた積極的な事業展開が必要と 考えら れます。

〔参考： 2018( H30) . ４ . １ 現在〕

① 見守り 活動( ネッ ト ワーク 型) の取組 / 12市町社協

②ふ れあい・ いき いき サロン（ コ ミ ュ ニティ サロン含む） の設置 / 1, 147ヶ 所（ 社協以外設置分も 含む）

③ 総合相談事業の実施 / 13市町社協 ④ 心配ごと 相談事業の実施 / 11市町社協

⑤ 自立相談支援事業の受託 / ７ 市社協 ⑥ 生活支援コ ーディ ネータ ーの配置 / 10市町社協

⑵ 市町社協の適正な法人運営の強化及び社協職員の専門性の向上

市町社協が、 地域住民に期待さ れる 地域福祉推進の中核と し ての役割を 的確に果たすためには、 適

正な法人運営や、 職員のコ ミ ュ ニティ ーソ ーシャ ルワーク 力などの専門性の更なる向上が必要と なっ

ています。

【目指すべき 方向】

① 市町社協が、 地域住民の抱えているあら ゆる困り ごと を 受け止め、 解決に繋ぐ こ と ができ る よう

な総合相談事業等の包括的な支援体制の整備を 支援し ます。

② 地域における多種多様な生活課題や福祉ニーズに対応する ために、 既存の制度に捉われるこ と な

く 、 地域の実情や地域性を 踏まえて市町社協が独自に取り 組む、 地域住民の自発的な相互の助け合

いの新たな仕組みづく り を 支援し ます。

③ 市町社協が抱える様々な課題等を 的確に把握し 、 その解決のための助言や支援に積極的に取り 組

みます。 また、 実践的な研修等を 通じ 、 市町社協が今後取り 組むべき 活動の方向性や実践課題の解

決、 求めら れる役割等についての研鑽を 深めるこ と ができ る よう 支援し ます。
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④ 社会福祉法人の責務とし て位置付けら れた「 地域における公益的な取組」を地域で推進するため、各

市町社協を中心とし た社会福祉法人間のプラット フォームによる協働事業の試行や様々な地域貢献の

ための取り 組みを促進し ます。

【推進項目】

第 1 期地域福祉推進計画

と も に寄り 添い と も に築き と も に輝く  地域づく り

（  2019 － 2023 ）
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推 進 項 目 事 業 展 開
取 組 年 次

2019 2020 2021 2022 2023

⑴ 地域の課題把握
と 解決のための取
り 組み充実への支
援

・ 先進地事例の調査・ 研究
・ 他社協で の実践等の情報提供

によ る 新た な 取り 組みへの支
援の実施

・ 県社協職員によ る 先進地視察・ 情報収
集

・ 会議や市町社協訪問による情報提供等

・ 市町社協事務局長会議・ 地域福
祉担当者会議の開催

・ 毎年１ 回以上開催

⑵ 市町社協の運営
支援の強化

・ 市町社協個別訪問懇談会の実
施

・ 毎年実施

・ 会計処理や諸規程の整備等法
人運営全般に関する 相談対応
の実施

・ 電話や市町社協訪問によ る相談対応
・ OJT 、 研修受講によ る 県社協職員の力

量向上

⑶ 市町社協役職員
の専門性の強化 ・ 市町社協職員の専門性を 高め

る研修会の実施

・ 実践的な研修会の開催

【市町社協の平均受講率】

75％ 78％ 80％ 83％ 85％

・ 市町社協役員を 対象と し た 研
修会の実施

・ 役員向け研修会の開催

【市町社協役員の受講率】

35％ 38％ 40％ 43％ 45％

⑷ 市町社協を 中心
と し た社会福祉法
人間連携プラ ッ ト
フ ォ ームの取り 組
みの促進

・ 先行事例の検証と 今後の見通
し を 踏ま え た 他市町社協への
情報提供

・ 市町社協が取り 組むプ ラ ッ ト
フ ォ ーム連携会議等への支援

・ 会議や研修、 市町社協訪問によ る 情報
提供等

【市町社協における プ ラ ッ ト フ ォ ーム構
築数】

４ 市町 ５ 市町 ６ 市町 ７ 市町 ８ 市町



基本目標１ ： つながり 、 支え合える 地域づく り の推進（ 地域の福祉力向上に向けた支援)

取組方針２ ： 地域におけるボラ ンティ ア活動や住民活動への取り 組みを 強化し ます

【現状】

○少子高齢化、 単身世帯の増加、 ラ イ フ スタ イ ルの多様化等を 背景に、 家族機能の低下、 人間関係の

希薄化、 地域社会におけるつながり ・ 支え合いの機能の弱体化、 自治会や町内会、 老人ク ラ ブ等地

縁型組織の役員の担い手の不足等が叫ばれています。

○制度の狭間にある 生活課題や複合的な生活課題等の解決の適切なサービ スや関係機関に繋がら な

い、 も し く は対応でき る 社会資源が存在し ない等の課題も あり 、 地域住民を 主体と し たイ ンフ ォ ー

マルな取り 組みの推進が求めら れています。 県内においては、 2018年（ 平成30年） ４ 月１ 日現在、

７ 市町社協で地域住民相互の助け合いの取り 組みがなさ れています。

○2015年度（ 平成27年度） の介護保険制度の改正においては、 多様な主体による 助け合い活動や生活

支援サービスが、 市町村が実施する 総合事業に位置づけら れまし た。 こ れまでも 自発的に多種多様

な助け合い活動を し てき たボラ ンティ アや市民活動には、 制度から の期待に応え得るよう 、 助け合

い活動の担い手同士のネッ ト ワーク 化や様々な関係者と の協働等が求めら れています。

○2015年度（ 平成27年度） から 施行さ れた生活困窮者自立支援制度においても 、 単に経済的な困窮者

への就労支援や金銭的支援等に留まら ず、 中間的就労や地域の中での居場所づく り など を 通し て、

誰も が地域や社会に繋がり 、 参加でき る地域づく り が取り 組みの理念の一つと さ れており 、 各市町

社協のボラ ンティ アセンタ ー等にはボラ ンタ リ ーな活動を 通し た社会的包摂の実現に向けた役割も

期待さ れています。

○地域共生社会の実現に向けての地域づく り のためには、 幼少期から 福祉への関心を 促し 、 地域活動

等への参加を 通し て人間形成を 図っ ていく 福祉教育が必要であり 、 地域貢献学習（ サービスラ ーニ

ン グやボラ ンティ ア活動） に積極的に取り 組むなど、 地域福祉の学びを 生涯学習の視点で推進し て

いく こ と が求めら れています。

○また、 災害対策基本法の基本理念（ 第二条の二） において、 住民一人一人や多様な主体によ る防災

活動の促進や被災者による 主体的な活動の推進が求めら れています。 同法五条の三において、 法律

上も ボラ ンティ ア活動の必要性が位置づけら れたよう に、 被災地・ 被災者支援においてボラ ンティ

ア活動は不可欠なも のと し て認知さ れまし た。 さ ら には、 こ れまでの活動の実績を 通し て、 被災地

において地元社協が災害ボラ ンティ アセンタ ーを 設置し 、 災害復旧や生活支援に携わるこ と が定着

化し 、 マスメ ディ ア等を 通じ て知ら れるよう になっ ています。

【課題】

⑴ 市町におけるボラ ンティ ア活動の活性化と 取り 組みの担い手不足への対応

市町社協には、 地域の生活課題に対し て、 地域での支え合う 関係やつながり の再構築を 実現する た

めに誰も が社会参加でき る 場やプログラ ムづく り 、そのコ ーディ ネート 等が求めら れています。 また、
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ボラ ン テ ィ ア団体の構成員に限ら ず、 地域の生活課題解決のための取り 組みのため、 一人でも 多く 、

地域住民の中から ボラ ンタ リ ーな取り 組みの担い手を 養成する 必要があり ます。

〔参考： 2018( H30) . ４ . １ 現在〕

① ボラ ンティ アセンタ ーの設置 / 17市町社協

② ボラ ンティ ア養成講座等の実施 / 12市町社協

⑵ 地域共生社会の実現に向けた福祉教育の展開

地域の中で、一人ひと り が多様性を 認め合いながら 共に生き る社会( 共生社会) を 創っ ていく こ と は、

国が制度や施策等を 創っ たと し ても すぐ に実現でき るも のではあり ません。 制度ができ ても 一人ひと

り の意識や行動が変わら ない限り は、「 地域共生社会」 が実現するこ と は難し いと 言えます。

市町社協においては、 こ れまでも 、 児童・ 生徒や地域住民に対する福祉教育の取り 組みを 行っ てい

ますが、 現在は、 高齢者や障害者の疑似体験や手話・ 点字・ 白杖歩行体験等に留まっ ている こ と が多

い状況です。 疑似体験で伝えら れるのは、不便なこ と が強調さ れる恐れも あり 、高齢者や障害者は「 大

変だ」、「 かわいそう な人だから 何かし てあげなければ」 等慈恵的、 恩恵的な感覚を 与え、 貧困的な福

祉観の再生産に繋がっ てし まう こ と があるこ と も 理解し た上で、生活機能（ ICF） と いう 視点に立っ た

理解の促進を 図る等目的を 明確にし た取り 組みが必要です。

〔参考： 2018( H30) . ４ . １ 現在〕

① 福祉体験学習の実施 / 17市町社協

② 福祉教育プログラ ムの共同実施 / ７ 市町社協

⑶ 災害時における ボラ ン ティ ア活動を 通じ た住民支援の充実

災害時には地元社協に災害ボラ ンティ アセンタ ーを 設置する こ と が想定さ れている こ と から 、 セン

タ ーを 適切に運営でき る市町社協職員の対応力の向上と 、 その支援を 的確に行う こ と ができ るよ う 県

社協職員の対応力も 向上さ せておく 必要があり ます。 また、 社協が災害ボラ ンティ アセンタ ーを 担う

意義を 充分に理解し 、 特に高齢者や障害者、 生活困窮者等の災害時要支援者の生活を 第一に支援する

と いっ た認識を 持ち 、 ボラ ンティ アセンタ ー機能を 充実する必要があり ます。

【目指すべき 方向】

① 既存のボラ ンティ ア団体の活動の支援に留まら ず、 各市町社協の取り 組みを 通し て、 地域の生活

課題を 解決する ための担い手の養成等を 支援し ます。 また、 福祉ボラ ン ティ アセン タ ーの設置や、

県社協のホームページ等を 活用し ての県内のボラ ンタ リ ーな活動・ 市民活動についての情報提供に

積極的に取り 組むこ と により 、 誰も が活動に参加し やすい機会を 提供し ます。

② 地域共生社会の実現に向けて、 福祉に対する子ども たちの関心を 高め、 地域活動への参加を 通し

て子ども たち の人間形成に資するこ と ができ る よう 、 地域貢献学習を 通し た福祉教育の取り 組みを

進めます。 福祉教育の実践においては、 市町社協における取り 組み内容についての提案力が求めら

れるため、 効果的な取り 組み実践や手段等について、 理解の促進を 図る こ と ができ るよう 、 市町社

協の福祉教育担当者を 対象と し た研修の充実を 図り ます。

第 1 期地域福祉推進計画

と も に寄り 添い と も に築き と も に輝く  地域づく り

（  2019 － 2023 ）
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③ 災害時に円滑かつ効果的な市町社協の災害ボラ ンティ アセンタ ーの運営を 図り 、 被災し た地域住

民の生活を 支援するこ と ができ るよ う 、 市町社協職員を 対象と し た研修等の充実を 図り ます。

【推進項目】

15

推 進 項 目 事 業 展 開
取 組 年 次

2019 2020 2021 2022 2023

⑴ 福祉ボラ ン ティ
アセン タ ーにおけ
る ボラ ン ティ ア活
動・ 住民活動の推
進

・ 県内ボラ ン テ ィ ア 活動の情報
収集と 情報提供

・ 市町社協と 連携し た活動の情報収集
・ HPや広報誌等を 活用し た情報の提供

・ ボラ ン テ ィ ア 活動に関する 研
修会の開催

・ 毎年１ 回開催

【市町別ボラ ン ティ ア研修受講率】

95％ 100％

⑵ 福祉教育実践の
ための支援の強化

・ 地域貢献学習を 通し た 福祉教
育実践の取り 組みの支援

・ モデル事業の
実 施 に よ る
取 り 組 み の
支援

・ 実践事例の情報提供
等に よ る 取り 組みの
支援

【地域貢献学習を 通し た 福祉教育実践社
協数】

３ 市町 ５ 市町 ７ 市町 ９ 市町 10市町

・ 福祉教育担当者研修会の開催

・ 毎年１ 回開催

【市町社協受講率】

60％ 65％ 70％ 75％ 80％

⑶ 災害時の被災者
支援のためのボラ
ン ティ ア活動の推
進

・ 災害ボラ ン テ ィ ア セ ン タ ー運
営研修会の開催

・ 毎年１ 回開催

【市町社協受講率】

95％ 100％



基本目標１ ： つながり 、 支え合える 地域づく り の推進( 地域の福祉力向上に向けた支援)

取組方針３ ： 地域住民に最も 身近な相談相手と なる民生委員・ 児童委員の活動を 支援し ます

【現状】

○地域社会における 課題が多様化、 深刻化するなかにあっ て、 自ら も 地域の一員であり ながら 、 住民

の最も 身近な相談相手と なる民生委員・ 児童委員への期待は一層大き なも のと なっ ています。

○全国民生委員児童委員連合会（ 以下「 全民児連」。） が民生委員制度創設100周年を 記念し てまと めた

「 活動強化方策」 においても 、 こ れから の民生委員・ 児童委員に期待さ れるこ と と し て、 ①地域住民

の「 良き 隣人」 と し て、 見守り 、 相談相手と なり 、 必要な支援へのつなぎ役と なる こ と 、 ②自ら 地

域を 歩き 、 人々の生活状況と 直面し ている 課題を 把握し 、 民生委員児童委員協議会において課題の

共有化を 図る こ と 、 ③子ども たちにと っ ての「 身近な大人」 と し て子ども たち の相談相手や支援者

と なる と と も に、 子育て・ 子育ち を 応援する 地域づく り に取り 組むこ と 、 ④地域の多様な関係者・

関係機関によ る包括的な支援を 実現するため、 その連携の中核と なる「 結節点( ハブ) 」 と なるこ と 、

⑤住民や地域の代弁者と し て行政や地域における 各種会議等においても 積極的な提言・ 提案を 行う

こ と 、 ⑥民生委員・ 児童委員が目指す「 誰も が笑顔で、 安全に、 安心し て暮ら せる 社会づく り 」 の

推進役の一員と なっ て住民や地縁型組織への働き かけや協働に取り 組むこ と が挙げら れています。

○全民児連が全国23万人の民生委員・ 児童委員を 対象と し て2016年（ 平成28年） に行っ た「 全国一斉

モニタ ー調査( 以下「 モニタ ー調査」。) 」 による と 、 佐賀県では、 50歳代委員の割合が全体の8. 6％で

あるのに対し 、 70歳代の委員が27. 6％と なっ ています。 加えて、 委員の在任期間は全体の70％が２

期目まで（ ※１ 期は３ 年間） の委員であり 、 初めて民生委員・ 児童委員と なる 年齢が上昇し 、 結果

的には長く 委員を 続ける こ と が困難と なる 状況にあり ます。 また、「 民生委員・ 児童委員、 主任児童

委員の役割や活動について知っ ている 住民がどれく ら いいる か」 を 全委員に尋ねたと こ ろ 、 佐賀県

では、「 １ 割未満」 も し く は「 １ 割以上３ 割未満」 と 回答し た委員が全体の40. 7％を 占めています。

さ ら に、「 委員活動を 応援し てく れる 住民がいる か」 を 尋ねたと こ ろ 、 全体の20％近く が「 いない」

と 回答し 、「 無回答」 の約10％を 含める と 、 約30％が応援し てく れる 住民がいないと 感じ ながら 活動

し ている状況がう かがえます。

【課題】

⑴ 委員活動に必要な知識の習得と 相談援助技術の向上

地域住民が抱える 課題が多様化する 中にあっ て、 民生委員・ 児童委員が様々な相談に対応し 、 その

内容に応じ た適切な専門機関等へのつなぎ役と し ての役割を 果たし ていく ためには、 こ れまで以上に

幅広い知識が求めら れています。 また、 相談への対応や自立への働き かけなど、 相談者に応じ た相談

援助技術の向上も 求めら れています。 全民児連の「 モニタ ー調査」 において、「 円滑な委員活動を 続け

ていく ために希望する こ と 」 について、 16の選択肢を 提示し て上位３ つを 選択し ても ら っ たと こ ろ 、

佐賀県では、「 自分自身の資質向上」 が30. 9％で第３ 位になっ ています。 こ れは、日ごろ の活動の中で、

地域住民が抱える課題等に対応するために自ら の力量を 高めたいと 考える 委員が多いこ と を 表し てお

り 、 研修の充実等が求めら れています。

第 1 期地域福祉推進計画
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⑵ 民生委員・ 児童委員に対する 社会的理解の促進と 活動環境の整備

民生委員・ 児童委員への期待の高まり と と も に、 その役割が拡大する中、 民生委員・ 児童委員の負

担感は高まっ ています。 全民児連の「 モニタ ー調査」 において、「 委員活動における 悩みや苦労」 につ

いて、 24の選択肢を 提示し て上位３ つを 選択し ても ら っ たと こ ろ 、 佐賀県では、「 援助を 必要と する人

と の人間関係のつく り 方が難し い」（ 22. 1％） や、「 あて職が多い」（ 14. 5％）、「 会議や研修などに参加

する 機会が多い」（ 14. 3％）、「 住民から 正し く 理解さ れていない」（ 13. 7％） 等が上位を 占めています。

経験年数の浅い委員が増加する中にあっ て、 住民と の関係づく り に悩む委員が増えているこ と 、 福祉

分野だけでなく 教育や保健分野、 行政等への協力やあて職等が多いこ と 等も 負担感の高まり の原因と

し て考えら れます。「 なり 手不足」 の解消や継続し た委員活動の推進に繋げる ためにも 、 民生委員・ 児

童委員に対する 社会的理解を 進め、 その活動環境の整備を 進めていく こ と が必要です。

【目指すべき 方向】

① 地域住民の一員である 民生委員・ 児童委員が、 住民に寄り 添いながら 課題の解決に取り 組むため

には、 幅広い知識や実践力が求めら れているこ と から 、 それに応え得る 効果的な内容の研修に取り

組みます。

② 民生委員・ 児童委員が市町社協と と も に地域福祉を 進める 両輪と し て今後も その力を 充分に活か

すこ と ができ るよ う 、 佐賀県民生委員児童委員協議会の運営や互助共励事業の適切な運用を 通し て

民生委員・ 児童委員が活動し やすい環境づく り に取り 組みます。

【推進活動】
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推 進 項 目 事 業 展 開
取 組 年 次

2019 2020 2021 2022 2023

⑴ 民生委員・ 児童
委員活動の支援の
強化

・ 民生委員・ 児童委員を 対象と し
た研修会の開催

・ 年２ 回程度実施

・ 民生委員互助共励事業の適切
な運用

・ 互助共励給付金事業に係る 適正な手続
き の実施

・ 地域住民に対する 民生委員制
度や委員活動の理解促進

・ ポスタ ーパネルや広報誌の活用等によ
る 制度や活動の周知

・ 佐賀県民生委員児童委員協議
会の設置運営

・ 事務局の適正な運営によ る 活動支援の
実施



基本目標２ ： 一人ひと り の困り ごと の解決に向けた取り 組みの推進( 個の支援の推進)

取組方針４ ： 総合相談機能を 強化し ます

【現状】

○生活様式の変化に伴い、 住民同士の連帯感の低下や家族観の変化、 つながり の希薄化、 地域コ ミ ュ

ニティ の弱体化などに伴い、 育児・ 介護、 自殺、 ニート 、 ひき こ も り 、 虐待、 8050問題、 経済的困

窮など、 複雑で多様な課題を 抱える 人や世帯が増加し ています。

○社協を はじ め行政や社会福祉法人・ 福祉施設（ 以下「 施設法人」。）、 Ｎ Ｐ Ｏ 法人、 地域包括支援セン

タ ー等においては、 介護保険法や障害者総合支援法、 生活困窮者自立支援法などに基づく 相談事業

を 行っ ています。 また、法テラ スや国民生活セン タ ーなど生活に関する相談窓口も 設置さ れており 、

相談支援機関も 多様化し ている 状況です。 各相談支援機関では、 それぞれの専門性を 活かし た相談

事業を 実施さ れていますが、 複合的な課題を 抱えている人や世帯に対し 、 総合的・ 包括的な相談機

能を 有し ている機関は少ないのが現状です。

○社協は民生委員・ 児童委員と 協力し 、 昭和30年代から 「 心配ごと 相談事業」 を 実施し てき まし た。

近年は、 専門的な相談が増えているこ と から 、 福祉総合相談や法律相談などを 行っ ている 社協も あ

り ます。

〔参考： 2018( H30) . ４ . １ 現在〕

① 福祉総合相談 13社協 ② 法律相談 ７ 社協

○本会では1955年度（ 昭和30年度） から 生活福祉資金（ 旧世帯更生資金） 貸付事業を 市町社協や民生

委員と 協力し ながら 実施し ており 、 世帯に対する 単なる金銭的貸付ではなく 、 世帯の自立に向けた

相談支援と 一体的に行う 貸付制度を 運用し てき まし た。

○急速な情報技術の進展により 、 パソ コ ンや携帯電話、 スマート フ ォ ンの普及等も 進んでいます。 初

期相談の段階では匿名やメ ールでの相談が、 相談者の負担感が少ないと いう 意見も あり ますが、 依

然と し て相談方法は電話や面談によ るも のが多いのが現状です。

〔2017年度（ 平成29年度） 県社協生活福祉資金係での相談総件数〕 374件

①電話： 356件( 95. 2％) ②来所等面談： 15件( 4. 0％) ③メ ール： ３ 件( 0. 8％)

○近年の傾向と し て、 児童福祉施設入所児童のよう に社会的養護を 必要と する方やひと り 親世帯は増

加傾向にあり ます。 そのよう な社会的養護を 必要と する方への支援や相対的に収入が低いと 言われ

る ひと り 親世帯の支援策は、 貧困の世代間連鎖を 防ぐ こ と にも 繋がるため取り 組みの強化がさ れて

おり 、 その一つの支援策と し て、 本会では「 児童養護施設退所者等自立支援資金貸付事業」 と 「 ひ

と り 親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業」 を 実施し ています。

第 1 期地域福祉推進計画

と も に寄り 添い と も に築き と も に輝く  地域づく り

（  2019 － 2023 ）

18



【課題】

⑴ 各相談支援機関と の情報共有の仕組みづく り 及び連携体制の強化

個人情報保護の問題や住民同士の共助意識の変化に伴い、 相談支援機関と の情報共有の仕組みが十

分に作れておら ず、 連携でき る体制と なっ ていないケースも 見受けら れます。 また、 相談支援機関の

多様化に伴い、 ど こ に、 どのよ う な相談支援機関がある のか、 十分に把握ができ ていない状況です。

社会的養護を 必要と する方やひと り 親世帯に対する 相談窓口も 含め、 連携し た支援体制の構築が必要

です。

⑵ 職員の相談援助技術の向上

総合相談を 行う 上で、 対応する 職員には相談者自身が把握し ている困り ごと と 、 把握でき ていない

困り ごと を 整理する こ と や、 相談者の世帯全体が抱えている困り ごと など、 いわゆる 「 真の課題」 の

聴き 取り 、 把握する 技量が求めら れています。 また、 聴き 取っ た後、 今後の生活を 見据えた支援策の

提示も 重要です。

⑶ 相談し やすい環境づく り の推進

相談者の負担感が少なく 、 相談し やすい環境の整備が必要と なっ ています。

【目指すべき 方向】

① 相談内容によっ ては、 相談受付部署だけで支援策を 検討するのではなく 、 相談者のニーズに合わ

せて他の部署と も 情報共有を 図り 、 適当な支援策を 検討・ 提示し ます。 また、 他の相談支援機関と

も 連携を と れる体制づく り のため、 情報収集や連絡会議の開催等を 検討し ます。

② 相談者から 直接聞く 情報だけでなく 、 口調や態度などから も 生活状況を 把握でき るよう 相談支援

技術の向上や幅広い相談を 受けら れる体制づく り に努めます。 また、 世帯全体の困り ごと の把握に

努め、 単なる 一時し のぎと なら ないよう な支援策を 検討し ていき ます。

③ 初期相談し やすい情報媒体の調査・ 研究を 行い、 どのよう な環境が適当か検討し ていき ます。

④ 課題を 抱える人や世帯に対し 、 本会で実施し ている 貸付事業を 通し て必要な支援を 行います。
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【推進項目】
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推 進 項 目 事 業 展 開
取 組 年 次

2019 2020 2021 2022 2023

⑴ 包括的な相談支
援と 低所得者等を
対象と し た貸付事
業の推進

⑵ 相談支援機関と
の連携強化

・ 他の相談支援機関の体制等の
把握と 連携強化

情
報
共
有
の

仕
組
み
づ
く
り

連
携
会
議
の

開
催

・ 総合的な相談支援、 及び本会担
当職員の相談支援技術の向上

実
施

・ 負担感が少なく 、 初期相談し や
すい情報媒体の調査・ 研究

調
査

研
究

適
当
な
媒
体
の

具
体
化
検
討

・ 低所得者等を 対象と し た 貸付
事業の推進
( 生活福祉資金貸付事業、 ひと
り 親高等訓練貸付事業、 児童
養護施設退所者等自立支援資
金貸付事業）

実
施



基本目標２ ： 一人ひと り の困り ごと の解決に向けた取り 組みの推進( 個の支援の推進)

取組方針５ ： 住み慣れた地域での安心し た暮ら し を 保障する ため、 一人ひと り の権利を 擁護する

取り 組みを 推進し ます

【現状】

○高齢化の進展に伴う 高齢者のみの世帯や認知症高齢者の増加、 障害者総合支援法による障害者の地

域移行等に伴い、 住み慣れた地域で日常生活を 営む上で様々な支援を 必要と する高齢者・ 障害者が

さ ら に増加するこ と が見込まれています。

○こ のよ う な中、 認知症、 知的障害その他の精神上の障害があるこ と によ り 、 財産の管理や日常生活

等に支障がある方たちを 社会全体で支え合う こ と が喫緊の課題であり 、 かつ、 地域共生社会の実現

に資するこ と であると さ れています。

○県下で実施し ている福祉サービ ス利用援助事業は、 利用者が一人の市民と し て、 でき るだけ自ら の

力で権利を 行使し 、 必要なサービスを 使いながら 安全・ 安心な生活を 送るこ と ができ るよ う 、 必要

な支援を 行う 事業と し て、 地域福祉推進の一翼を 担い、 社協における権利擁護支援の中心的な事業

と なっ ています。

○福祉サービス利用援助事業の利用契約者は2018年（ 平成30年） 12月末現在330名と なっ ており 、 前年

同期の311名と 比し て約107％と 増加し ています。

○また、 認知機能の低下等により 判断能力に欠ける 状態にある 方々を 支える重要な手段と し て、 成年

後見制度があり ますが、 充分な利用に繋がっ ていない現状にあり ます。 そのため、 利用者のノ ーマ

ラ イ ゼーショ ン、 自己決定の尊重、 身上の保護の重視と いっ た成年後見制度の理念の尊重、 地域の

需要に対応し た制度の利用促進、 制度の利用に関する 体制の整備を 基本理念と する 「 成年後見制度

の利用の促進に関する法律」 が2016年（ 平成28年） ５ 月に施行さ れ、 今後、 各市町において利用促

進に向けた基本計画の策定が進めら れるこ と になっ ています。

【課題】

⑴ 福祉サービ ス利用援助事業の実施による 権利擁護の取り 組みの充実

厚生労働省が発表し た2012年（ 平成24年） の認知症の人の数は、 全国で462万人と 推計さ れ、 2025年

（ 令和７ 年） にはさ ら に増加し て700万人になると 見込まれています。 佐賀県でも 、 2017年（ 平成29年）

の約39, 000人から 、 2025年（ 令和７ 年） には、 約48, 000人( 1. 23倍) に増加するこ と が見込まれており 、

こ のこ と から も 、 認知症になっ ても 様々な福祉サービ スを 活用する こ と によ っ て住み慣れた地域で、

安心し て暮ら し 続けていく こ と を 支えるサービスである 「 福祉サービス利用援助事業」 の役割は益々

重要になると 考えら れます。

また、 認知症の症状が進み判断能力が低下する中での、 本人の意思決定を 支援する 機能強化も 求め

ら れる状況であり 、 家族に対する 支援や成年後見制度移行の支援も 求めら れます。
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⑵ 安定し た事業実施体制の確立と 財源の確保及び事業従事者の専門職と し てのスキルの向上

こ のよ う に、 高齢化の進展に伴う 認知症高齢者の増加は、 福祉サービス利用援助事業の利用契約者

が増加するこ と を 意味し ており 、 その状況の中において、 更に身上保護や本人の意思決定を 支援する

取り 組みを 強化し ていく ためにも 、 こ れら に対応でき る 安定し た事業実施体制の確立と 財源の確保、

事業に従事する 専門職と し てのスキルの向上が喫緊の課題と なっ ています。

⑶ 権利擁護に関する制度の周知と 相談支援体制の強化

また、 認知症や知的障害・ 精神障害等によ り 判断能力が不十分な方が、 他者から の不当な権利侵害

に合う こ と なく 、 自身の権利を 適切に行使し ながら 、 尊厳を 持っ てその人ら し く 安心し て地域で暮ら

すためには、 その状況に応じ て福祉サービスやイ ン フ ォ ーマルな福祉活動などによる 多様な支援が切

れ目なく 提供さ れる 総合相談・ 生活支援体制を 構築する こ と が求めら れています。

特に、 成年後見制度の利用が必要な方が、 制度や相談窓口の周知不足や手続き の煩雑さ 等によ り 、

制度の利用に至ら ないと いう こ と を 防ぐ 仕組みづく り が重要です。

【目指すべき 方向】

① 全ての地域住民が、 自ら の意思により 、 自分ら し く 暮ら し 続けるこ と ができ るよ う 、 本会に「 権

利擁護・ あんし んサポート センタ ー」を 設置し 、県社協及び各市町社協における「 権利擁護センタ ー」

機能の充実を 強化するための体制整備を 推進し ます。

② 福祉サービ ス利用援助事業については、地域住民に対する 相談対応の利便性や各種相談の即応性、

効率性を 高めるため、 本会が実施主体と なり その業務の一部を 各市町社協に委託し て実施し 、 判断

能力が不十分な方が福祉サービ ス利用援助事業を 適切に活用し ながら 地域で安心し て生活でき るよ

う 支援し ます。

③ 福祉サービ ス利用援助事業の実施にあたっ ては、 利用者が抱える課題が複雑化、 深刻化し たも の

も 多く 、 対応する 市町社協の専門員には、 より 高い専門性が求めら れているこ と から 、 実践的な研

修を 通じ 、 事業の円滑かつ効果的な運用を 図り ます。

④ 福祉サービ ス利用援助事業を 利用する方々でも 、 認知機能の低下等により 、 成年後見制度の利用

が必要と さ れる方に対し ては、 確実に成年後見制度の利用に繋ぐ こ と ができ る よう 、 市町社協にお

ける成年後見制度の利用や申立についての相談対応を サポート し ます。

⑤ 判断能力は充分であっ ても 、 身寄り がない、 近く に親族がいない等の理由により 自分が希望する

人生の終え方を 誰にも 託すこ と ができ ないなど、 不安を 抱える高齢者も 増えている こ と から 、 こ の

よ う な方々の自己決定権を 尊重する と いう 視点に立ち 、 エン ディ ングノ ート の作成や葬儀・ 遺品整

理の代行等、 終活支援に関する 新たな取り 組みを 推進し ます。
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【項目推進】
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推 進 項 目 事 業 展 開
取 組 年 次

2019 2020 2021 2022 2023

⑴ 福祉サービ ス利
用援助事業（ あん
し ん サ ポ ー ト 事
業） の実施によ る
権利擁護の推進

・ 市町社協への委託によ る 福祉
サービ ス 利用援助事業サービ
スの提供

【利用契約者数の見込み】

360名 380名 400名 420名 440名

・ 福祉サービ ス 利用援助事業従
事者等に対する 研修会の開催

・ 専門員、 生活支援員研修会の実施

⑵ 権利擁護事業の
推進

・ 市町社協における 権利擁護事
業推進のための体制整備

・ 「 権利擁護・ あ ん し ん サポ ー ト セ ン
タ ー」 の設置推進

・ 権利擁護に関する 市町社協職員研修会
の実施

【市町権利擁護・ あんし んサポート セ ン
タ ーの設置】

10市町 13市町 16市町 18市町 20市町

・ 市町社協における 終活支援事
業の取り 組みに向けた支援

・ モデル事業の
実 施 に よ る
取 り 組 み の
支援

・ 実践事例の情報提供
等に よ る 取り 組みの
支援

【終活支援事業の取り 組み社協】

２ 市町 ４ 市町 ６ 市町 ８ 市町 10市町

・ 成年後見制度の利用促進
・ 制度に関する 周知、 啓発
・ 利用や申し 立てに関する 相談対応



基本目標３ ： 地域づく り や福祉に携わる人材の確保・ 育成・ 定着の推進( 担い手づく り の推進)

取組方針６ ： 福祉サービ ス事業従事者の確保・ 育成・ 定着を 推進し ます

【現状】

○少子高齢化がさ ら に進み、介護や保育を 中心と する福祉サービスに対するニーズが急増し ている 中、

福祉に関わる 人材の確保及び定着促進は急務と なっ ています。

○また、 経済状況の好転により 景気が回復し ていく 中で、 労働市場全体と し て人手不足感が高まっ て

き ており 、 特に介護分野における有効求人倍率（ 3. 50倍： 2017年） は全業種平均（ 1. 50倍： 2017年）

よ り 高水準で推移し てき ています。

こ のよ う な人手不足の背景と し ては、 労働環境や給与面など福祉の仕事に対するマイ ナスイ メ ージ

から 敬遠さ れている と いう 傾向も あり ます。

出典：「 職業安定業務統計」 厚生労働省

○本会に設置し ている福祉人材・ 研修センタ ーでは、 ハローワーク と の連携強化はも と より 、 社協が

行う 福祉専門の無料職業紹介所と し て、 社協が持つ福祉ネッ ト ワーク を 活用し た福祉施設見学会や

求人先への見学同行など、 求職者に対する き め細かな支援から 職業紹介につなげています。 また、

福祉人材分野に従事し よ う と 希望する 求職者にふさ わし い職場を 開拓すると と も に、 働き やすい職

場づく り に向けた指導・ 助言を 行い、 円滑な就労・ 定着に向けた支援を 行っ ています。

〔参考： 2018（ H30） . ４ . １ 現在〕

①求職登録者114件（ 2016年） →198件（ 2017年） ②採用者数66件（ 2016年） →79件（ 2017年）

○本会に設置し ている保育士・ 保育所支援センタ ーでは、 県内において質の高い保育人材を 安定的に

確保する観点から 、 保育士の専門性向上と と も に、 潜在保育士の就職や保育所等の潜在保育士活用

支援を 行っ ています。 また、 保育所等の求職者にあっ た職場の開拓や相談支援、 マッ チン グ支援事

業を 実施し ている と こ ろ です。

〔参考： 2018（ H30） . ４ . １ 現在〕

①保育士求職登録者41件（ 2016年） →94件（ 2017年） ②保育士採用者数８ 件（ 2016年） →20件（ 2017年）
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○福祉サービスの質の向上や福祉・ 介護人材の確保・ 定着に向けた研修機会の提供が必要不可欠と なっ

ている 中で、 福祉人材・ 研修センタ ーでは独自に福祉従事者のキャ リ アアッ プの仕組み作り のため

の「 階層別研修」、 知識と 技術向上のための「 課題別研修」 など、 年間を 通し たプロ グラ ムで役職員

の資質向上に向けた研修を 実施し ています。

【課題】

⑴ 求職者支援機能の強化

求人状況や求人先の人手不足感から も 見ら れる よ う に、 介護や保育を 中心と する 福祉人材の確保・

定着促進は急務と なっ ており 、 福祉人材・ 研修セン タ ーや保育士・ 保育所支援センタ ーを 核と し た無

料職業紹介所と し て、 本会が持つ福祉ネッ ト ワーク を いかに有効活用し ていく かが問われています。

また、 本会のキャ リ ア支援専門員が行う 相談支援の中でも 、 イ ンタ ーネッ ト など様々なツールを 積極

的に活用し た質の高い相談対応を するこ と で、 若い世代を 含む求職者や求人先に、 当センタ ーの使い

やすさ などの利用メ リ ッ ト 感を 周知する こ と が必要と さ れています。

⑵ 潜在的有資格者の把握・ 再就職支援

介護や保育の職場においては、 結婚・ 子育て等の理由により 福祉の職場から 離れている有資格者も

多く 、 そう いっ た潜在的有資格者を 再就職に繋げる 支援を 継続的に行っ ていく こ と も 必要です。

⑶ 福祉従事者の人材育成支援機能の強化

福祉従事者を 対象と し た研修の実施については、 求めら れる ニーズに沿っ た研修テーマに努める こ

と で受講者数は増加し ていますが、 事業所規模によ っ て受講が少ない事業所が見受けら れる ため、 受

講でき る環境の職場と そう でない職場と の資質向上に差が出てこ ないよう 研修受講の促進に努める と

と も に、 常にどのよう な研修内容が求めら れている のかを 把握し ていく 必要があり ます。

【目指すべき 方向】

① 福祉人材・ 研修センタ ーのキャ リ ア支援専門員や保育士・ 保育所支援センタ ーの保育士支援コ ー

ディ ネータ ーを 核と し た、 無料職業紹介事業や就職フ ェ ア、 再就職支援研修、 人材を 必要と する福

祉現場の声に寄り 添っ たき め細やかなマッ チング支援（ 求職者に同行し ての事業所訪問・ 面談サポー

ト 等） を 行います。

② 福祉従事者の定着に向け、 組織の体制強化や職員の将来に向けたキャ リ アデザイ ンを 描く 支援と

し て、 キャ リ アアッ プの仕組みづく り のための「 階層別研修」 や、 知識と 技術の向上のための「 課

題別研修」 など、 年間を 通し て役職員の資質向上のプログラ ムを 実施し ていく と と も に、 必要に応

じ た資格取得サポート 研修や職場内での研修サポート 事業に取り 組むこ と で、 福祉人材の育成と 定

着を 図り ます。 合わせて、 県内でも 求人ニーズの高い介護支援専門員の実務研修受講試験合格者増

に向けた各種研修・ 模擬試験を 拡充し ていき ます。
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③ 行政やハロ ーワーク 、 福祉系養成校などの関係機関と 連携を 深め、 人材確保に向けた効果的な取

り 組みを 検討し ていき ます。

【推進項目】
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推 進 項 目 事 業 展 開
取 組 年 次

2019 2020 2021 2022 2023

⑴ 求職者支援機能
の強化

・ 福祉人材・ 研修センタ ーにおけ
る 無料職業紹介事業及び保育
士・ 保育所支援セ ン タ ーを 通
じ た福祉人材の確保

実
施

マッ チン グ件数
( 内、 保育士・ 保育所支援

センタ ーマッ チング件数)

90名
( 30名)

100名
( 35名)

110名
( 40名)

120名
( 45名)

130名
( 50名)

｢福祉のお仕事」
（ イ ン タ ーネッ ト サイ ト ）

登録求人事業所数
620ヶ 所 680ヶ 所 740ヶ 所 800ヶ 所 860ヶ 所

・ ハローワークへの出張相談の実施
・ 就職面談会（ 就職フェ ア） の開催
・ 介護の資格届出制度に係る 広

報啓発

実
施

⑵ 福祉サービ ス事
業従事者の支援機
能の強化

・ 福祉従事者を 対象と し た「 階層
別」・「 課題別」 研修の開催

実
施

受講者数 1, 800人 1, 830人 1, 860人 1, 890人 1, 920人

・ 介護支援専門員実務研修受講
試験の実施

実
施

介護支援専門員実務
研修受講試験合格率

10％ 12％ 14％ 16％ 18％



基本目標３ ： 地域づく り や福祉に携わる人の確保・ 育成・ 定着の推進( 担い手づく り の推進)

取組方針７ ： 福祉サービ ス事業従事者のすそ野を 広げる取り 組みを 推進し ます

【現状】

○介護や保育を 中心と する 福祉人材の確保は、 少子高齢化に伴う 生産年齢人口の減少や労働ニーズが

多様化する中、 本県も 含め全国的に喫緊の課題と なっ ています。

○また、 将来を 担う 若い世代における 労働条件等福祉の仕事に対するマイ ナスイ メ ージや、 学生本人

を はじ め保護者等に福祉・ 介護・ 保育の仕事の魅力を 伝えき れていないこ と も あり 、 福祉系養成校

へ入学する学生が減少傾向にあり ます。

○こ のよ う な中、 介護福祉士修学資金等貸付事業や保育士修学資金等貸付事業を 実施するこ と で、 介

護福祉士、 社会福祉士、 保育士と し て業務に従事する 将来的な人材の確保を 図っ ています。 また、

介護福祉士国家試験実務経験ルート の受験に必要な実務者研修の受講資金や介護及び保育人材の再

就職のための準備金の貸付けを 行い、 即戦力の人材確保と 今後の人材定着を 進めています。

【課題】

⑴ 福祉の仕事の魅力発信の取組み

福祉系養成校への入学者が減少し ている中、 福祉分野を 志し 、 福祉の資格取得並びに福祉の仕事を

目指し ていける よう 、 学生のみなら ず保護者や教員を 巻き 込んで福祉の仕事の魅力やキャ リ アアッ プ

の現状についての情報提供を 行い、 将来的な福祉人材を 確保し ていく こ と が必要と さ れています。 ま

た、 喫緊の課題である人材不足解消を 図るため、 若年層だけでなく 子育て層やアク ティ ブシニア層に

対し ても 積極的に働き かけるこ と が求めら れています。

⑵ 将来的な福祉人材の確保と 定着促進

介護福祉士や社会福祉士、 保育士と し て、 佐賀県内の福祉施設・ 保育所等においてそれぞれの業務

に従事する人材の養成確保を 目的と し た貸付事業を 実施し 、 将来の福祉分野の人材確保につながるよ

う 就労を 促進する必要があり ます。

【目指すべき 方向】

① 福祉人材の育成に当たっ ては、「 福祉の仕事」 に興味を 持っ ている 学生・ 生徒を はじ め、 将来を 担

う 若い世代に向けた仕事のＰ Ｒ や情報提供が必要であり 、 他業種においても 人材が確保でき ない中

で、 セミ ナーや職場体験等を 通し て「 福祉の仕事」 の魅力ややり がい、 仕事の内容を 具体的に伝え

ていく こ と で、 志を も っ た質の高い人材の育成を 目指し ます。

② 福祉人材の確保・ 定着を 目的に、 介護福祉士や保育士を 目指す学生を 対象と し た「 修学資金」 や

資格を 持ちながら 現在福祉の仕事から 離れている 有資格者を 対象と し た「 就職準備金」 など、 本会

の職業紹介事業と リ ンク し た貸付の実施や、 介護の資格届出制度（ ※） の利用促進により 、 よ り 重

層的な取組みを 図り ます。

※「 介護の資格届出制度」 と は、 介護福祉士等介護の資格を お持ちで、 福祉や介護の仕事を さ れて
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いない方等が、 連絡先等を 福祉人材センタ ーに届け出るこ と で、 福祉・ 介護に関するニュ ースや就

職に役立つ情報などを お届けする制度です。

【推進項目】
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推 進 項 目 事 業 展 開
取 組 年 次

2019 2020 2021 2022 2023

⑴ 福祉の仕事の魅
力を 届ける 取り 組
みの強化

・ 若年層、 子育て層、 アク ティ ブ
シ ニ ア 層への福祉の仕事の魅
力発信のための取り 組み
高校生福祉セミ ナーの開催

実
施

セミ ナー参加生徒数 230名 235名 240名 245名 250名

⑵ 福祉従事者のす
そ野を 広げる 取り
組みの推進

・ 介護福祉士及び保育士の資格
取得に向けた貸付事業の実施
( 介護福祉士・ 社会福祉士修学
資金貸付事業、 介護福祉士実
務者研修受講資金貸付事業、
離職し た 介護人材の再就職準
備金貸付事業、 保育士修学資
金貸付事業、 保育士就職準備
金貸付事業）

実
施



基本目標４ ： く ら し の安心を 支える 体制強化の推進( 福祉サービス事業者の支援)

取組方針８ ： 福祉サービ ス事業者の基盤強化を 支援し ます

【現状】

○2000年( 平成12年) の社会福祉基礎構造改革における社会福祉法や介護保険法の制定等によ り 、 福祉

サービ スの利用は、それまでの行政がサービス内容を 決定する「 措置制度」 から 、利用者が福祉サー

ビ ス事業者と 対等な関係に基づき サービスを 選択する「 利用制度」 へと 大き な転換がなさ れまし た。

その後も 、 障害者総合支援法の制定や児童福祉法の改正等により 、 利用者主体の福祉サービス提供

を 実現するこ と を 主眼と し た施策の整備が図ら れています。

○こ れら の制度・ 政策等では利用者の尊厳を 最大限に尊重し 、 本人の意思や希望を 基本と し た利用者

本位のサービ スの向上を 図っ ていく こ と が掲げら れています。

○県内における 福祉サービ スの充実を 図るためには、 福祉サービスを 提供する事業者、 特にその中核

を 担う 施設法人の経営体制の強化は不可欠であり 、 本会においては、 施設法人の経営改善や組織運

営、 人材育成、 関係する 法律や会計、 労務管理等、 適切な施設経営に資するための助言や支援を 行

う 相談窓口を 設置し 、「 福祉施設経営相談事業」 に取り 組んでいます。

＜相談実績＞

2017年（ H29） 71件（ 施設経営一般 34件、 職員待遇 ７ 件、 会計税務 16件 他）

2018年（ H30） 62件（ 施設経営一般 30件、 職員待遇 ５ 件、 会計税務 23件 他）

○高齢者・ 障害者・ 児童・ 母子等、 利用者に応じ た福祉サービ スの充実を 図るため、 施設の種別ごと

に組織化し た「 施設種別協議会」 を 本会内に設置し 、 その運営支援に取り 組んでいます。 各施設種

別協議会では、関連する制度政策等への対応の検討や、施設利用者の特性に応じ た職員研修の開催、

会議等を 通じ た課題共有や解決に向けた調査研究等様々な活動を 行い、 各施設における福祉サービ

スの向上に取り 組んでいます。

＜施設種別協議会＞

・ 佐賀県社会福祉法人経営者協議会、佐賀県老人福祉施設協議会、佐賀県児童養護施設協議会、佐賀県身体

障害児者施設協議会、佐賀県知的障害者福祉協会、佐賀県社会就労センタ ー協議会、佐賀県母子生活支援

施設協議会

【課題】

⑴ 経営相談窓口体制の強化

2017年（ 平成29年） ４ 月に改正社会福祉法が全面施行さ れ、 社会福祉法人には、 高い公益性・ 非営

利性を 担保し 、 法人の自立的かつ適正な運営を 確保する ためのガバナン スの強化等が図ら れまし た。

こ のよう な中、 施設法人が、 こ れまで以上に適正な運営体制を 確保し た上で、 よ り 良い福祉サービス

の提供ができ る よう 、 福祉施設経営相談窓口において、 的確な助言、 支援を 行っ ていく 必要があり ま

29



すが、 複雑・ 多様化する相談事案に対し て、 窓口だけの対応が難し いケースも 見受けら れ、 様々な制

度政策等に関する幅広い知識や理解力、 他機関へのコ ーディ ネーショ ン等、 職員の力量向上が求めら

れています。

⑵ 社会福祉法人の地域における 公益的な取組の推進

改正社会福祉法の施行により 、法人の本旨から 導かれる本来の役割を 明確化する ため、「 地域におけ

る公益的な取組」 が社会福祉法人の責務と し て位置付けら れまし た。 施設法人には、 自ら が持つ専門

性と 施設や設備などを 充分に活かし ながら 、 地域の様々な生活課題や福祉ニーズに対応する こ と が求

めら れていますが、 県内における 取り 組みは充分進んでいる と は言い難い状況です。「 地域における

公益的な取組」 は地域の状況を 把握し て進める必要があり 、 そのためには地域の生活課題を 把握し て

いる社協と 連携し て取り 組むこ と が効果的と 考えら れます。

⑶ 福祉の動向に応じ た情報収集・ 発信の強化

複雑多様化する福祉ニーズや社会情勢等に応じ て変化する 制度政策等への対応や、 求めら れる 職員

育成など、 各施設種別協議会で取り 組む必要がある課題等はその時々で変化し ていき ます。 事務局を

担う 本会においても 、 施設が抱える課題や福祉の動向を 的確に把握し 、 施設種別ごと に関連する 必要

な情報を より 迅速に収集・ 発信するこ と が求めら れています。

⑷ 事業継続が困難な場合に対応する BCPの策定支援

近年頻発し ている 大規模な災害によ り 、サービス提供ができ ない等事業の中断が発生し たこ と から 、

事業継続が困難な場合に対応するためのBCP（ Business continuity planning： 事業継続計画） の策定の

必要性が改めて認識さ れまし た。 特に、 高齢者や障害者、 児童等、 より 支援が必要な方が生活し てい

る 社会福祉施設においては、 サービス提供( 支援) が中断するこ と で、 生命の危機等重篤な問題につな

がる恐れも ある こ と から 、 可能な限り 継続するも し く は中断し たと し ても でき る限り 短時間でその状

況から 復旧する 仕組みづく り が必要です。 し かし ながら 、 考えら れる不測の事態は、 大地震等の自然

災害だけに留まら ず、 感染症のまん延、 テロ 等の事件、 大事故、 供給網の途絶、 突発的な経営環境の

変化など様々な要因があり 、 BCPを 検討する にあたっ ての想定が難し く 、 策定が進んでいない現状が

あり ます。

【目指すべき 方向】

① 施設法人が適正な運営体制を 確保し 、 よ り 良い福祉サービ スの提供ができ る よう 、 担当職員の外

部研修等への参加等を 通じ て、 より 一層研鑽を 深め力量向上に努める等、 福祉施設経営相談事業に

おける 相談対応の体制強化を 図り ます。 また、 相談者から の相談の連絡等が円滑に行われる よ う 、

相談窓口の周知広報に努めます。

② 施設種別ごと に求めら れる制度政策等への対応や必要な知識等についての情報を より 迅速に収集

し 、 施設種別協議会会員施設へ発信するこ と ができ る よう 、 全国や九州ブロッ ク の協議会と の連携

を 強化し ます。 また、 利用者のサービス向上を 図るため、 よ り 効果的な職員研修の実施や施設が抱

える課題の共有、 解決に向けて取り 組むこ と ができ る よう 、 担当職員の力量向上に努める など、 施

設種別協議会を 通し た施設法人支援体制の強化を 図り ます。
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③ 「 地域における 公益的な取組」 の実践に向けた研修会を 、 各施設種別協議会の協力を 得て開催す

る 等、 公益的な取り 組みに対するよ り 一層の理解促進を 図り ます。 また、 先行事例や地域内の法人

間の連携によ る取り 組み事例等の紹介等を 行う 等、 県内の社会福祉法人の「 地域における 公益的な

取組」 の実践に向けての支援を 強化し ます。

④ 実用的な事業継続計画（ BCP） の策定に繋げる ため、 研修の実施や参考事例の紹介等の個別相談

対応による策定支援の強化を 図り ます。 また、 災害時に要支援者に対し て緊急的な福祉支援を 進め

る ための福祉関係団体等と の福祉支援ネッ ト ワーク 体制の構築を 推進し ます。

【推進項目】
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推 進 項 目 事 業 展 開
取 組 年 次

2019 2020 2021 2022 2023

⑴ 福祉サービ ス事
業所の経営基盤強
化の支援

・ 経営相談体制の充実を 図り 、 社
会福祉法人の公益性や運営の
透明性を 高める た めの専門的
相談窓口の設置

設
置

・ 大規模災害・ 感染症等による 事
業継続困難に対する 事業継続
計画（ BCP） の策定支援と 福祉
関係団体等と の福祉支援ネ ッ
ト ワーク の構築支援

適
宜
実
施

(３
カ
所
)

・ 各施設種別協議会と 連携し た
情報提供手法の検討や合同研
修会等の取り 組み

検
討

実
施

−
実
施

−

⑵ 社会福祉法人の
地域公益活動への
取り 組み支援

・ 施設法人の専門性と 資源を 活
かし た 地域内のネッ ト ワーク
構築支援

・ 地域公益活動に向けた 研修会
の開催

適
宜
実
施

(３
回
)

⑶ 福祉サービ ス提
供に係る 課題把握
と 解決の取り 組み
推進

・ 各施設種別協議会等の円滑な
運営と 基盤強化の支援、 タ イ
ムリ ーな情報提供

随
時



基本目標４ ： く ら し の安心を 支える 体制強化の推進( 福祉サービス事業者の支援)

取組方針９ ： 福祉サービ ス利用者の安心のための取り 組みを 推進し ます

【現状】

○福祉サービスの提供の仕組みが措置から 契約と なり 、 福祉サービ スを 必要と する方がサービスを 自

ら 選択でき る よう になっ た中、 利用者が安心し て適切なサービスを 利用でき る よう 情報提供を 行う

と と も に、 個々の事業者に対し ても サービ スの公表を 図るこ と を 進める などの取組みを 行っ ていま

す。

○福祉サービス第三者評価事業は、 社会福祉法人などが提供するサービスを 、 事業者及び利用者以外

の公正・ 中立な第三者機関が専門的かつ客観的な立場から 評価を 行う こ と で、 利用者に福祉サービ

スを 選ぶ際の適切な情報と し て提供し ています。 児童養護施設や母子生活支援施設などの社会的養

護関係施設については、 ３ 年に１ 回以上の受審が義務付けら れています。

〔参考： 2018( H30) . ４ . １ 現在〕

受審事業所数 2016年（ H28） ４ 事業所（ 社会的養護関係施設以外）

2017年（ H29） ６ 事業所（ 社会的養護関係施設）

○認知症高齢者グループホームを 対象と する 「 地域密着型サービス外部評価事業」 は、 利用者や家族

の安心と 満足を 確保する こ と を 目的に、 第三者の立場から 客観的な視点で評価する こ と で提供さ れ

る サービスの質の改善を 図っ ています。 なお、 地域密着型サービ ス提供事業所については、 毎年の

受審が義務付けら れています。

〔参考： 2018( H30) . ４ . １ 現在〕

受審事業所数 2016年（ H28） 60事業所

2017年（ H29） 66事業所 ※所定の要件を満たすこ と で、 隔年受審が可能

○本会に設置する佐賀県福祉サービス運営適正化委員会は、 選択と 契約に基く 福祉サービス利用者等

から のサービ スに関する 苦情相談や、 福祉サービス利用援助事業の適正な運営を 確保する こ と を 目

的に設置し ています。

【課題】

⑴ 評価事業における調査員の養成と 制度の周知

福祉サービス第三者評価事業においては、 社会的養護関係施設は義務化さ れている こ と も あり 、 毎

年度一定数の事業者が受審さ れていますが、 アンケート 調査の結果にも あっ たよ う に、 受審の意義を

明確化でき ていないなどの課題も あり 、 受審が義務化さ れていないそれ以外の事業者から の受審はま

だ少ないのが現状です。 事業者がより 積極的に本事業を 受審し 、 その評価結果を 活用でき る よう 環境

整備が求めら れています。

地域密着型サービ ス外部評価事業においては、 福祉サービスの質の向上を 支援する ため、 円滑な調

査実施に対応すべく 新規調査員の養成及び継続研修を 実施する こ と で体制整備を 図る と と も に、 県を
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はじ め関係機関と の連携のも と 、 評価制度の意義を 積極的に周知する必要があり ます。

⑵ 苦情を 解決する 体制づく り の強化

福祉サービ ス運営適正化委員会では、 福祉サービ スの利用者及び家族の苦情解決につなげる ため、

苦情相談窓口についての広報に努めると と も に、 事業者を 対象と し た研修会の開催など、 利用者本位

のサービス提供の実現に向けた苦情解決体制の充実強化が求めら れています。 苦情解決制度について

は、 利用者等への普及啓発を 一層進める と と も に、 福祉サービ スを 提供する事業者に対し ては、 その

体制整備の充実強化と 有効に機能する仕組みづく り 等の支援に取り 組んでいく 必要があり ます。

【目指すべき 方向】

① 施設運営の適正化並びにサービス提供事業者の事業の透明性の確保のために、 福祉サービス第三

者評価事業や地域密着型サービ ス外部評価事業について、 評価機関と し て本事業の意義が広く 理解

さ れる よう 積極的な制度の周知等に取り 組みます。 また、 常に利用者の立場に立っ た良質かつ適切

なサービスの提供につなげるための調査員の質の向上を 図る など、 評価を 実施する ための体制を 強

化し ます。

② 福祉サービ ス運営適正化委員会では、 福祉サービス利用援助事業など福祉サービ スの利用者等か

ら の苦情に対する 適切な解決に向けて、 本事業の周知や利用の徹底、 事業所内における苦情解決体

制の充実を 図り ます。

また、 事業所段階で解決でき なかっ た苦情についても 、 福祉サービス利用者及びその家族が安心

し て相談でき る窓口と し ての体制整備の充実を 図り ます。 併せて、 福祉サービ ス利用者等によ る苦

情等について、 相談窓口に確実につなげ改善を 図っ ていく ため、 ポスタ ーの作製や社協だより 等の

広報誌等への掲載など、 広報周知に努めます。

33



【推進項目】

第 1 期地域福祉推進計画

と も に寄り 添い と も に築き と も に輝く  地域づく り

（  2019 － 2023 ）

34

推 進 項 目 事 業 展 開
取 組 年 次

2019 2020 2021 2022 2023

⑴ 福祉サービ ス事
業所等の組織運営
や事業の透明性向
上の支援

・ 福祉サービ ス 第三者評価事業
の実施
①広報啓発活動
②調査員の養成

実
施

受審件数 ７ 件 ７ 件 ７ 件 ７ 件 ７ 件

・ 地域密着型サービ ス 外部評価
事業の実施
①広報・ 周知
②調査員養成研修・ 継続研修

の実施

実
施

受審件数 70件 70件 70件 70件 70件

⑵ 苦情を 解決する
体制づく り の支援

・ 福祉サービ ス 運営適正化委員
会事業の実施
①運営適正化委員会の実施
②福祉サービ ス に関する 利用

者等から の苦情の適切な 解
決

③苦情解決のた めの研修会の
開催

④広報啓発活動

実
施



基本目標４ ： く ら し の安心を 支える 体制強化の推進( 福祉サービス事業者の支援)

取組方針10： 安定し た福祉サービスの提供のための体制づく り を 支援し ます

【現状】

○少子高齢化等によ り 、 福祉や介護サービスに対するニーズが急増し 、 福祉人材の確保が急務と なっ

ている 中、 介護職員の離職率については、 2013年度（ 平成25年度） は16. 6％、 2017年度（ 平成29年

度） は16. 2％と 全国的には低下傾向と なっ ているも のの、 全産業における 離職率（ 2017年度14. 9％）

と 比較すると やや高い水準と なっ ています。

○県内の介護職員の離職率については、 2013年（ 平成25年） には全産業の離職率（ 15. 6％） より も 低

い14. 4％だっ たも のが、 2017年（ 平成29年） には17. 7％と 介護職員の離職率（ 全国平均） を 上回る

結果と なっ ており 、 職員の離職防止・ 定着促進が喫緊の課題と なっ ています。（ 出典「 介護労働実態

調査佐賀県版」）

○また、 離職の理由については、 給与面より も 事業所の理念や運営の在り 方、 職場の人間関係につい

ての不満などの雇用管理のあり 方が要因の一つと なっ ている こ と が挙げら れ、 離職者の勤続年数に

ついては、 １ 年未満が38. 8％、 １ 年以上３ 年未満が26. 4％と 両者を 合わせると ６ 割以上を 占める結

果と なっ ています。
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1 6 .6 %

1 5 .6 %

2 0 1 4 年2 0 1 3 年 2 0 1 5 年 2 0 1 6 年 2 0 1 7 年

1 5 .5 %
1 5 .0 % 1 5 .0 % 1 4 .9 %

1 6 .5 % 1 6 .5 % 1 6 .7 %

1 6 .2 %

■　 離職率の推移

全業種 介護職

1 7 .0

1 6 .0

1 5 .0

1 4 .0

職場の人間関係に問題があっ た

結婚・ 出産・ 妊娠・ 育児

理念や運営のあり 方に不満があっ た

他に良い仕事・ 職場があっ た

自分の将来の見込みが立たなかっ た

収入が少なかっ た

人員整理・ 勧奨退職・ 法人解散・ 事業不振等

自分に向かない仕事だっ た

家族の介護・ 看護

病気・ 高齢

定年・ 雇用契約期間の満了

1 0%0 % 2 0 %

■　 介護事業所を辞めた理由（ 複数回答）

出典：「 平成25〜29年度介護労働実態調査」 公財）

介護労働安定セン タ ー

｢平成25〜29年度雇用動向調査」 厚生労働省

出典：「 平成29年度介護労働実態調査」 公財） 介護労働安定センタ ー



【課題】

⑴ 働き やすい労働環境の実現に向けた取り 組みの実施と 普及啓発強化

福祉の職場においても 、 他業種と 同様に従事者がより 働き やすい労働環境を 実現するこ と が重要な

課題であると 捉え、 福祉事業者に対し て、 安定し た福祉サービ スの提供ができ る よう に職員の離職防

止・ 定着に向けた労働環境の改善を 行い、 今以上に魅力のある 職場と なる ための取り 組みが求めら れ

ています。

そのため、 本会では福祉事業者の労働環境の改善に向けた支援が求めら れています。

【目指すべき 方向】

① 福祉従事者が働き やすい職場づく り 、 魅力ある 職場づく り の実現に向けて、 職員の離職防止・ 定

着のための労働環境の改善の取り 組みやモチベーショ ン向上のための各種セミ ナー、 福祉従事者相

互の親睦及び交流促進等の福利厚生事業を 展開し 、 福祉分野のイ メ ージアッ プ及び職員が定着し て

いく 体制づく り を 進めていく こ と で、 利用者が安心し て福祉サービスを 利用でき る よう 支援すると

と も に、 周知広報に努めます。

② 本会では、福利厚生セン タ ーの地方事務局を 担っ ており 、全国規模で実施さ れる福利厚生セン タ ー

のスケールメ リ ッ ト を 最大限に活かし た福利厚生サービスや魅力ある会員交流事業を 提供し ていき

ます。 その他、 県独自の会員交流事業を はじ め幅広い分野で数多く の割安なサービ スを 提供するな

ど、 福祉従事者の働き やすい環境づく り に取り 組んでいき ます。

【推進項目】

第 1 期地域福祉推進計画

と も に寄り 添い と も に築き と も に輝く  地域づく り

（  2019 － 2023 ）
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推 進 項 目 事 業 展 開
取 組 年 次

2019 2020 2021 2022 2023

⑴ 福祉サービ ス事
業所等の職場の環
境向上の支援

・ 明る い職場づく り 推進事業
職員の離職防止・ 定着促進の
た めの労働環境改善に向けた
取り 組み実施
①モ チ ベーシ ョ ン 向上のた め

の各種セミ ナー実施
②アド バイ ザー派遣事業
③福祉従事者相互の親睦・ 交

流促進
④福利厚生事業の支援

実
施

職員の定着率促進

定
着
率
の

調
査
実
施
・

目
標
設
定

中
間
見
直
し

改
善
実
施

・ 福利厚生センタ ー事業
①福利厚生セ ン タ ーへの加入

促進
②魅力ある 会員交流事業の実

施

実
施

福利厚生センタ ー
県内会員数

＋20名 ＋20名 ＋20名 ＋20名 ＋20名



基本目標５ ： 県社協の基盤強化への取り 組み( 法人の基盤強化)

取組方針11： 法人運営の基盤強化を 推進し ます

【現状】

○2017年（ 平成29年） に施行さ れた改正社会福祉法では、 改めて社会福祉法人の存在意義が問われて

おり 、 社会福祉法に規定さ れた都道府県社協と し ての高い公益性と 非営利性の確保、 ガバナン スの

更なる 強化が求めら れています。

○県社協職員と し て多様な問題に対応でき る 力に加え、 広域的な視点に立っ た市町社協等関係団体を

支援する力やコ ーディ ネート する力がより 一層求めら れているため、 職員にはその都度研修等を 受

講さ せていますが、 業務に係る 研修受講に特化し ており 、 年齢や役職に応じ た体系的な研修プログ

ラ ム（ 方針） が整備さ れていない状況です。

○本会の収入の多く は国・ 県から の補助金･委託金等の公的資金等で占めら れていますが、2013年度（ 平

成25年度） 県補助金･委託金総額約177, 000千円だっ たも のが、 2018年度（ 平成30年度） においては

約136, 000千円と 41, 000千円の減少額と なっ ています。 一方で、人件費については、職員の年齢構成

の変化により 年々増加傾向にあり ます。

【課題】

⑴ 社会福祉法人と し ての内部統制の確立と 法人運営の透明性・ 健全性の確保

今般の改正社会福祉法では、 社会福祉法人と し て内部統制の確立が必要と さ れており 、 具体的には

役職員の業務活動の方向づけや経営の透明性・ 健全性、 そし て説明責任の重視・ 徹底、 適切な情報開

示、 また法人全体の運営状況を 適切に把握し 、 マネジメ ント するこ と がよ り 一層求めら れています。

⑵ 体系的な人材育成方針及び職務に応じ た研修体制の整備

限ら れた職員体制の中で、 社協職員に求めら れる専門性は幅広く 職員個々人の資質向上を はかる こ

と は、 組織の基盤強化に大き く 関わり ます。 し かし 、 法人が目指す職員像の明示や法人全体での体系

的な人材育成に関する方針、 また職務に応じ た研修体制の整備や能力開発のための効果的な仕組みが

十分ではなく 、 体制の構築が喫緊の課題と なっ ています。

⑶ 安定し た財源の確保の取り 組み強化と 人員体制の整備

補助金･委託金等の減少は、事業の実施にのみなら ず、法人運営にも 大き く 影響を も たら し ます。 そ

のため県域の地域福祉の推進役と し て、県行政に対し 具体的な事業の必要性や成果などを 示し ながら 、

綿密に連携を 強化するこ と が必要不可欠です。 併せて、 自主財源の確保や経常経費の縮減等も 継続し

て検討する必要があり ます。 また、 法人全体の収支状況を 正し く 把握し ながら 、 職員採用など長期的

な人員体制や人員配置を 行う こ と も 今後の法人運営において大き な課題と なっ ています。

【目指すべき 方向】

① 県社協は、 高い公益性を 持っ た社会福祉法人と し て、 県民の厳し い目にも 耐えう る組織と し ての

責務を 果たし ながら 、 現状を 適切に分析し 、 取り 組むべき 課題を 明確にし 、 将来を 見据え、 自ら の
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力で存在意義を 見出し ていく こ と が求めら れます。 そのため、 ガバナン スの強化やコ ンプラ イ アン

スの徹底によ り 、 経営マネジメ ント の強化を 図っ ていき ます。

② 社協職員と し て、 多様な福祉課題に対応でき るスキルを 身に付けると と も に、 組織と し て職員の

キャ リ ア形成やスキルアッ プの支援なども 含めた育成システムの構築を 進めます。 さ ら に、 個々の

担当部門に留まら ず、 社協全体を 俯瞰し て、 分析・ 把握でき る人材の育成や職員間の連携、 また与

えら れた役職と し ての自ら を 振り 返り 、 総合的な人材の育成ができ るよ う 全職員が一丸と なっ て取

り 組みます。

③ 業務量に見合っ た適正な人員配置を 図る と と も に、 公的財源の安定的な確保を 行いながら も 、 県

社協会員への加入促進や社会福祉会館の利用促進、 研修事業等に取り 組むこ と など、 更なる自主財

源の拡充に努めます。 また、 職員一人ひと り が強いコ スト 意識を 持ち、 IT 等の活用による 事務の効

率化を 図り ます。

【推進項目】

第 1 期地域福祉推進計画

と も に寄り 添い と も に築き と も に輝く  地域づく り

（  2019 － 2023 ）
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推 進 項 目 事 業 展 開
取 組 年 次

2019 2020 2021 2022 2023

⑴ 会務の円滑な遂
行と 組織の透明性
の確保と 強化

・ 組織統治機能（ ガバナンス） の
強化・ 法令等遵守（ コ ンプラ イ
アン ス） の徹底

・ 健全な 財務規律の確立及び公
表

・ 経営マネジメ ント の強化

・ 財務諸表等電子開示シ ステ ムによ る 公
表

・ マ ネージ メ ン ト ミ ーテ ィ ン グ（ M . M ）
による 経営マネジメ ント の強化

⑵ 職員の資質向上
の取り 組み強化

・ 職場内研修プログラ ムの作成
( 2019〜2023年度)

・ 階層別研修等研修体系の作成・
実施、 助成制度を 活用し た 資
格取得の推進及び支援

◆階層別研修職員受講率目標

50％ → 70％ → 100％

・ 助成制度を 活用し た 資格取得
の推進及び支援（ 年１ 〜２ 名）

◆課題別研修職員受講率目標

50％ → 70％ → 100％

⑶ 安定し た財源の
確保のための取り
組み強化

・ 自主財源の確保（ 会員加入促
進・ 社会福祉会館の利用促進）

・ 補助金・ 受託金の積極的な確保
・ 経常経費の縮減と 事務の効率

化

・ 会費収入５ ％増
( 対2018年度）

７ ％増

・ 会館利用料収入
10％増
( 対2018年度）

15％増

各課における 職員受講率目標

各課における 職員受講率目標



基本目標５ ： 県社協の基盤強化への取り 組み( 法人の基盤強化)

取組方針12： 地域福祉の総合拠点と し て、 福祉情報の発信や調査研究機能を 強化し ます

【現状】

○地域共生社会の実現に向けた改革では、 支え手側と 受け手側に分かれる のではなく 、 誰も が役割を

持ち活躍でき る社会づく り や、 地域住民や地域の多様な主体が参画し 、 人と 社会資源が世代や分野

を 超えてつながり 、 県民一人ひと り の暮ら し と 生き がいを 創っ ていく こ と が求めら れています。

○本会は1953年（ 昭和28年） の法人設立以来、 民生委員・ 児童委員や市町社協、 福祉施設・ 団体など

の関係者、 ボラ ン テ ィ ア活動者の参加・ 協力を 得て、 福祉制度の周知や情報発信、 研修等の実施、

ボラ ン ティ アの活動の拠点と し て、 また、 地域住民から の福祉サービ スに関する 相談窓口と し て、

多様化する 福祉ニーズへ幅広く 対応し てき まし た。 今後更に福祉サービスの利用者が増加する こ と

が見込まれており 、 地域における支え合いのための仕組みづく り 、 情報発信やネッ ト ワーク づく り

が必要と なっ てき ます。

○地域の生活課題は育児や介護の悩みと いっ た分野を 限定するも のではなく 、 引き こ も り や8050問題

なども 含んだ複雑・ 多様化し たも のも あり 、 誰も が自ら が求める 情報や総合的に受け止めても ら え

る相談窓口など、 様々な情報を 必要と し ています。

○本会は、 公益性の高い社会福祉法人と し て、 広報誌やホームページによ り 、 各種研修案内やボラ ン

ティ ア情報の発信、 助成金情報等の案内等を 随時行い、 関係者に有用な情報発信に努めています。

【課題】

⑴ 情報発信機能の強化

本会では、 広く 県民が情報を キャ ッ チでき るよう な仕組みづく り を 行う ため、 様々な情報媒体（ 広

報誌やイ ン タ ーネッ ト など） を 活用し 、 タ イ ムリ ーな福祉情報の発信を 行っ ていく 必要があり ます。

反面、 イ ンタ ーネッ ト の普及が進む一方で、 パソ コ ンなどの機器を 持っ ていない方や不得手な方、 情

報取得困難な方への対応も 検討する必要があり ます。

⑵ 調査研究機能の充実と 強化

地域福祉の推進に取り 組む社会福祉協議会と し て、 多く の福祉関係者と 連携・ 協働する メ リ ッ ト を

生かし た調査研究活動は今後ますます重要であり 、 ひいてはその活動が、 本会のプレ ゼンス（ 存在感）

を 高める も のと 考えら れます。 めまぐ るし く 変化する社会環境の中で、 多様化する福祉課題の解決に

向けた取り 組みには、市町社協や福祉施設などの意見を 集約する ための調査・ 研究が求めら れており 、

今後はニーズの把握やその実施に向けた取り 組み方法等を 検討し ていく 必要があり ます。

⑶ 安全安心な福祉活動拠点の整備

県社会福祉会館は、築50年以上が経過し 、老朽化が進んでおり 、人が集まる拠点とし て、その役割を安

全・ 安心に果たすためには、耐震基準への対応等が課題となっています。また、各種事業の増加により 、本来

必要とさ れる相談室やボランティ アルーム、災害対応のためのスト ッ クヤード 機能等が制限さ れ、効果的な
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活動に支障をきたし ています。

【目指すべき 方向】

① 広く 県民が情報を キャ ッ チでき る よう 、 様々な情報媒体（ 広報誌やイ ンタ ーネッ ト など） を 活用

し 、 タ イ ムリ ーな福祉情報の発信を 行っ ていき ます。 また、 複雑・ 多様化する 福祉課題等、 福祉に

関する 相談やサービスに関する 情報を 集約すると と も に、 こ れら に関する情報を 提供、 発信する機

能を 強化し ます。

② 2022年度（ 令和４ 年度） の会館移転に向けた県や関係団体と の調整や、 移転先が地域福祉の拠点

と し て県民誰も が利用し やすい建物と なる よう 、 設計や施設設備の改修等に取り 組みます。

【推進項目】

第 1 期地域福祉推進計画

と も に寄り 添い と も に築き と も に輝く  地域づく り

（  2019 － 2023 ）
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推 進 項 目 事 業 展 開
取 組 年 次

2019 2020 2021 2022 2023

⑴ 福祉の拠点と し
ての情報収集・ 情
報発信機能の強化

・ 福祉拠点と し ての情報発信
( 福祉制度、ボラ ンティ ア情報、
福祉の求人求職情報、 研修、 助
成金、 福祉図書斡旋、 寄付・ 寄
贈等）

・ 市町社協の事業・ 活動情報発信
・ 佐賀県社協だより の発行
・ ホームページの活用
・ 佐賀県社協ニュ ースの配信
・「 福祉のまちだより 」（ 新聞紙上）

による 情報掲載

・ ( 新） 地域住民や福祉サービ ス
事業者に対する 福祉課題集約
のた めの調査・ 研究機能の強
化

検
討

検
討

調
査

公
表

⑵ 拠点整備に向け
た会館移転の協議
及び設計

・ 移転に向けた 県や関係団体と
の調整

・ 利用し やすい施設設備の整備

基
本
計
画

実
施
設
計

改
修

移
転

社協だよ り 年４ 回

ホームページ 随時更新

県社協ニュ ース 年12回

福祉のまち だより 年１ 回



基本目標５ ： 県社協の基盤強化への取り 組み( 法人の基盤強化)

取組方針13： 各関係団体と 連携し た取り 組みを 進めます

【現状】

○佐賀県では「 佐賀県地域福祉支援計画」 により 、 地域共生社会の実現を 目指し た取り 組みを 基本理

念に県内の地域福祉の推進を 進めら れており 、本会においても 県行政と のパート ナーシッ プのも と 、

地域における ネッ ト ワーク の構築や福祉人材の確保・ 養成等に取り 組んでいます。 そのため、 本会

が実施し ている事業に関わる財源の多く は、 行政から の補助金・ 委託金が占めています。

○県内には、 本会内に事務局を 設置し ている 種別協議会のほか、 多く の福祉団体や職能団体がそれぞ

れの活動を 展開し ながら 地域福祉の推進を 進めています。

○県内の施設福祉や地域福祉の推進のための貴重な財源である 共同募金活動については、 本会と 共に

地域福祉を 推進する車の両輪と し て大き な役割を 果たし ています。 そのため県共同募金会と の連携

を 深めています。

【課題】

⑴ 県行政と の連携強化

地域では地域福祉を 推進する多様な団体（ NPO等） が、 それぞれ地域に根差し た様々な活動を 行っ

ています。 そう し た多様な団体と の事業の差別化や、本会がこ れまで継続し てき た事業や取り 組みが、

県行政に対し て十分伝えら れていない状況があり ます。 こ のため、 従前よ り 補助金・ 委託金等で実施

し ている 事業については、 こ れまで以上にその成果を 明確に示し 、 事業内容やその取り 組みの「 見え

る化」 を 図ると と も に、 連携強化に向けて独自性と 重要性を 示し ていく 必要があり ます。

⑵ 関係団体等と の連携強化

多様な福祉課題の解決には、 様々な福祉関係団体がそれぞれの専門的機能を 発揮すると と も に、 県

内の地域づく り を 進める様々な団体等も 含めたネッ ト ワーク を 構築し 、 協動で取り 組む環境づく り が

必要と なっ ています。 また、 全社協や九州社会福祉協議会連合会を 通じ て、 社協間のつながり を 強化

し 、 本会のプレ ゼン ス（ 存在感） を 高める必要があり ます。

⑶ 共同募金会と の連携強化

共同募金会では、 近年募金額が減少し ており 、 共に地域福祉の推進を 図るパート ナーと し て、 共同

募金会の趣旨や役割の周知と 理解の促進について、 積極的に取り 組んでいく こ と が必要です。

【目指すべき 方向】

① 本会と 県行政と の良好なパート ナーシッ プ関係を 築き 、 その負託に応えていく ためには、 本会の

使命や事業活動を こ れまで以上によ り 見える化し 、 県行政と の連携強化と 互いに顔の見える関係作

り を 促進し ます。

② 地域の福祉課題が複雑化･多様化する 中、 本会が地域福祉の推進役と し てその役割を 発揮し てい
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く ために、 多く の地域の団体や専門集団と の連携に努め、 様々な事業の展開に向けて、 積極的な情

報交換や協力体制の構築を 目指し ます。

③ 本会が実施する 福祉に関する 啓発活動等や、 共同募金会と の連携事業等を 広く 県民にPRを 図り

ながら 、 と も に地域福祉を 推進する 社会福祉法人と し て、 役割の周知と 理解の促進に努めていき ま

す。

【推進項目】

第 1 期地域福祉推進計画

と も に寄り 添い と も に築き と も に輝く  地域づく り

（  2019 － 2023 ）
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推 進 項 目 事 業 展 開
取 組 年 次

2019 2020 2021 2022 2023

⑴ 行政と の継続的
な連携・ 協働体制
の構築

・ 佐賀県地域福祉支援計画Ver.４
以降の連携強化

・ 県に対する 社協の役割や専門
性の周知

・ 担当部門や担当部門を 超え た
関係職員間で の定期的な 意見
交換・ 情報交換の場づく り

・ 社協が実施し て いる 事業に関
し て 行政にも 協力を 得な がら
の広報

⑵ 関係団体等と の
連携

・ 様々な 県域団体と の定期的な
情報交換の場の確保

・ 九州社会福祉協議会連合会、 全
国社会福祉協議会と の綿密な
情報交換及び連携

検
討

⑶ 共同募金会と の
連携・ 協働によ る
募金活動や寄付文
化の醸成の推進

・ 募金活動への協力
・ 広報活動の連携･協働
・ 県内の寄付文化の醸成に向け

た取り 組みを 支援する

佐賀県地域福祉支援計画
と の連携強化

連絡会の定期開催
定期訪問の実施

社協だよ り ・ 新聞広告等への掲載
の連携及び協働の強化イ ベン ト
等の共同開催及び相互イ ベン ト
への積極的参加



Ⅴ アンケート 集計結果

県社協中期計画策定に係るアン ケート 調査結果 ( 調査期間： 平成30年７ 月２ 日〜９ 月末日）

市町社協

１ ． 調査対象

市町社会福祉協議会20か所（ 回答率100％）

２ ． 調査内容

調査Ⅰ． 地域福祉活動等について

問１ ． 地域の課題と 、 その解決のための取り 組みや今後の展望について

問２ ． 地域福祉計画と 地域福祉活動計画に関する こ と について

３ ． 調査方法

・「 調査Ⅰ‐ 問1」 については、 市町社協個別訪問懇談会における 県社協職員の聴き 取り によ

る。

・ その他の設問については、 各市町社協に対し 様式を 配付。 各市町社協で記入後、 メ ールに

て提出。

福祉施設・ 事業所

１ ． 調査対象

県内福祉施設（ 施設種別協議会加入施設・ 保育会加入保育所）

136/377か所（ 回答率36. 0％）

２ ． 調査内容

調査Ⅰ． 福祉施設・ 事業所において課題と 感じ るこ と について

問１ ． 福祉施設・ 事業所において、 課題と 感じ ているこ と について

問２ ． 福祉施設・ 事業所における 取り 組みについて

３ ． 調査方法

・ アン ケート 用紙を 送付。 施設・ 事業所で記入後、 郵送またはメ ールにて提出。

共通調査項目

調査Ⅱ． 法人に関するこ と について

問１ ． 法人経営に関するこ と について

問２ ． 職員の確保・ 定着・ 育成に関するこ と について

問３ ． 法人の「 地域公益活動」 に関するこ と ついて

調査Ⅲ． その他県社協や行政に期待するこ と について
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【市町社協アンケート 結果】

調査Ⅰ. 地域福祉活動等について

問１ 地域の課題と その解決のための取り 組みや今後の展望

１ ． 生活困窮者に関するこ と

①課題と し て捉えている こ と （ 主な意見）

・ 高齢者の生活困窮者の増

・ 複合的な課題を 抱える相談者の増

・ 生活困窮者の就労先が不足、 就労支援が上手く いっ ていない

・ 自立生活支援センタ ーと の連携が取れていない

②市町社協での取り 組み状況（ 主な意見）

・ 生活困窮者自立支援事業の受託（ ７ 社協）

・ 食糧支援の実施（ 13社協）

・ 緊急小口資金貸付の実施

③今後の展望や課題等（ 主な意見）

・（ 受託無し の社協） 自立生活支援セン タ ーと の連携が十分でない

・ 生活困窮は地域住民が抱える困り ごと の根底に共通し てある 課題であると 捉えている

・ 就労の場を どのよう に確保し ていく か

２ ． 高齢者に関する こ と

①課題と し て捉えている こ と （ 主な意見）

・ 低所得者、 認知症、 独居の高齢者の増

・ 移動手段の確保が難し い

・ 特に男性の高齢者の孤立化

②市町社協での取り 組み状況（ 主な意見）

・ サロン やカ フ ェ の開催〔 2018年( H30) . ４ . １ 現在/約1147ヶ 所（ う ち801ヶ 所は社協が設置、273ヶ

所は他団体が設置し ている が社協の関わり 有）〕

・ 見守り ネッ ト ワーク 事業（ 12社協）

・ 介護予防教室の実施

・ あんし んキッ ト の配付

③今後の展望や課題等（ 主な意見）

・ サロン活動の活性化（ サロ ンの増、 担い手の確保等）

第 1 期地域福祉推進計画

と も に寄り 添い と も に築き と も に輝く  地域づく り
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３ ． 障害者に関する こ と

①課題と し て捉えている こ と （ 主な意見）

・ 社協事業の中でも 精神障害の方や発達障害の子ども が増加し ている 感がある

・ 障害者の方が働ける 場所が地域に不足し ている

・ 障害者の方と 地域住民の交流の機会がない

・ 食事や服薬管理、 金銭管理等の生活支援ができ ていない

・ 障害があっ ても 手帳未申請者の方が増加し ている 感がある

・ 障害者に関する地域課題について社協と し て十分に把握ができ ていない

②市町社協での取り 組み状況（ 主な意見）

・ 学校、 地域、 障害者の就労支援事業所と の交流会の実施

・ 相談支援事業、 身体障害者移送サービ ス事業、 訪問介護、 通所介護等の実施

・ 精神障害がある方、 引き こ も り がちな方の居場所づく り

・ 身体障害者の方を 対象と し たサロンの開催

③今後の展望や課題等（ 主な意見）

・ 障害者の方が抱える 地域生活上の課題の把握

・ 障害者の方が抱える 地域生活上の課題を 、 地域住民の理解を 得ながら どう 共有し 、 地域全体で

どう 解決し ていく のか

・ 障害者の方の親亡き 後の見守り を 地域と し てどう するか

４ ． 子ども に関する こ と

①課題と し て捉えている こ と （ 主な意見）

・ 発達障害の子ども が増えている 感がある

・ 子ども の人数は増えていないが、 学童保育を 利用する子ども は増加し ている

・ 子ども たちが抱えている課題が見えにく く 、 充分に把握でき ていない

②市町社協での取り 組み状況（ 主な意見）

・ 放課後児童ク ラ ブ事業、 保育園、 児童館、 児童センタ ーの運営

・ 子ども を 対象にし た体験学習の実施

・ 子ども の学習支援の実施

・ 子ども から 高齢者まで誰でも 参加でき る「 食堂」 の開催

③今後の展望や課題等（ 主な意見）

・ 放課後児童ク ラ ブのニーズが増加し ているが、 指導員の確保が難し い

・ 子ども の様子から 世帯の困り ごと が見える場合も 多いため、 様々な地域での活動の中で気づく

こ と ができ る よう にし たい
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５ ． 子育て支援に関するこ と

①課題と し て捉えている こ と （ 主な意見）

・ 働き ながら 子育てを し ている方が増加し ている

・ 子育て支援センタ ーや子育てサロンが少ない感がある

②市町社協での取り 組み状況（ 主な意見）

・ 子育てサロン の実施〔 2018年( H30) . ４ . １ 現在/約50ヶ 所（ う ち31ヶ 所は社協が設置、 11ヶ 所は

他団体が設置し ているが社協の関わり 有) 〕

・ 子育てサーク ルの支援

・ フ ァ ミ リ ーサポート センタ ーの実施

・ 出産前後の家事支援事業

・ 送迎託児事業

・ 子育て相互支援事業（ 一時預かり 事業）

③今後の展望や課題等（ 主な意見）

・ 子育て支援事業の担い手の高齢化、 新たな担い手の確保

・ 平日日中の事業だけでは、 働き ながら 子育てを し ている 方への支援は充分でない

６ ． 社協や地域住民による 助け合い活動に関するこ と

①課題と し て捉えている こ と （ 主な意見）

・ 住民同士の助け合い活動がなさ れていると こ ろ も あるが、 地域によ っ ては「 地縁」 の力に頼れ

ないと こ ろ も 増えてき た

②市町社協での取り 組み状況（ 主な意見）

・ 福祉協力員の設置による見守り 活動

・ 住民同士の助け合い事業の実施（ ７ 社協）

③今後の展望や課題等（ 主な意見）

・ 住民同士の助け合い事業の支援員の確保

・ 地域によ っ ては、 信頼関係がないままに知ら ない地域住民に困り ごと の解決を 頼むこ と に抵抗

がある方も あり 、 住民同士の助け合い事業の展開が難し いと こ ろ も ある

７ ． 高齢者や障害者等の権利擁護に関するこ と

①課題と し て捉えている こ と （ 主な意見）

・ 単身で身寄り のない高齢者や障害者を どう 支援し ていく かが課題

・ 成年後見制度について、 住民の方々への周知が不足し ている

・ 成年後見制度や福祉サービ ス利用援助事業の相談窓口が住民の方々に知ら れていない

・ 福祉サービス利用援助事業の対象者が増加し ている感がある

②市町社協での取り 組み状況（ 主な意見）

・ 法人後見事業（ 体制整備は２ 社協、 受任は１ 社協）

第 1 期地域福祉推進計画
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・ 総合相談事業の中で、 成年後見制度の利用に関するこ と があれば、 行政機関や関係機関へ繋い

でいる

・ 福祉サービス利用援助事業を 権利擁護の中心と し て取り 組んでいる

③今後の展望や課題等（ 主な意見）

・ 社協と し て成年後見制度の理解は必要であり 、 権利擁護全般の相談を 受けら れるよう にし てお

く 必要がある

・ 権利擁護に関する相談に対応でき るよ う 職員の力量向上が必要

８ ． 介護保険事業に関する こ と

①課題と し て捉えている こ と （ 主な意見）

・ 複合的な課題で介護保険の制度だけでは支援が足り ない方も 増加し ている

・ 地域に訪問介護事業が不足し ている

・ 介護職員、 特に訪問介護員の確保が難し い

②市町社協での取り 組み状況（ 主な意見）

・ 介護保険事業（ 14市町）

・ 介護予防・ 日常生活支援総合事業（ ６ 市町）

③今後の展望や課題等（ 主な意見）

・ 介護保険事業の採算が取れず、 社協と し て継続的な事業経営が難し い

・ 地域に事業がなく なっ たら 困る と いう 地域住民の声も あり 、 社協と し ての使命と し て実施し て

いく

９ ． 地域包括ケアシステムに関するこ と

①課題と し て捉えている こ と （ 主な意見）

・ 社協以外の機関( 地域包括支援セン タ ー等) に生活支援コ ーディ ネータ ーが配置さ れている 場

合、 生活支援体制整備事業の進捗状況等が見えにく い

・ 社協が行う 地域福祉活動と どう 役割分担を し ながら 進めるのかわかり にく く 、 地域住民から 戸

惑いの声も 上がっ ている

②市町社協での取り 組み状況（ 主な意見）

・ 生活支援体制整備事業の受託による生活支援コ ーディ ネータ ーの配置

・ 地域ケア会議や事例検討会への参加

③今後の展望や課題等（ 主な意見）

・ ( 事業受託がない社協) 地域のこ と であるにも かかわら ず、 社協が関わるこ と ができ ていない

・ 生活支援体制整備事業の中で把握し た課題の精査と 新たな取り 組みの展開
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10． 地域の課題把握に関するこ と

①課題と し て捉えている こ と （ 主な意見）

・ 住民の転入転出が多く 、 課題把握が難し い

・ サロンやボラ ンティ ア活動など、 社協と 関わり のある方の意見を 聴く こ と はでき るが、 社協と

関わり のない方から の意見を 聴く 機会がほと んどない

・ 地域ごと の座談会が職員不足により でき ていない

②市町社協での取り 組み状況（ 主な意見）

・ 地域福祉活動計画策定に合わせて座談会と アンケート 調査を 実施

・ サロンでの困り ごと の実態調査の実施

・ 積極的なアウト リ ーチの実施

・ 専門職への聴き 取り 調査の実施

③今後の展望や課題等（ 主な意見）

・ サロンや相談窓口に来ら れない方のニーズ把握を どう し ていく か

・ 地域の社会福祉法人やNPO法人、地域住民等も 一緒になっ て、住民の生活の困り ごと を 把握し 、

その困り ごと を 解決でき る よう な仕組みづく り が必要

11． 地域の担い手に関する こ と

①課題と し て捉えている こ と （ 主な意見）

・ サロンや助け合い活動の担い手の高齢化や後継者不足

②市町社協での取り 組み状況（ 主な意見）

・ 児童や生徒に対し ての福祉教育（ 19社協）

・ 地域住民に対し ての福祉教育（ ８ 社協）

・ 目的別の担い手養成講座（ 12社協）

・ ボラ ンティ ア養成講座や集いの実施（ 17社協）

・ サロン、 ボラ ンティ アグループ立ち上げ説明会の実施

③今後の展望や課題等（ 主な意見）

・「 担い手」 の必要性についての地域住民の理解の促進

・ 若い世代の地域活動への参加機会の提供

・ ボラ ンティ ア養成講座のプログラ ムの見直し （ 目的別にし ないと 参加者が少ない）

・ ボラ ンティ ア養成講座を 修了し た方の活躍の場の提供

・ ボラ ンティ アグループに対し ての支援だけではなく 、 ボラ ン ティ ア活動を する 個々人に対する

支援を 進める と いう 視点で取り 組みを 見直し たい

・ 福祉教育のプログラ ムの見直し
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12． 地域の協力者( 民生委員・ 児童委員、ボランティ ア、行政、他の専門職等)との連携や協働に関すること

①課題と し て捉えている こ と （ 主な意見）

・ 自治会、 区長と の連携が難し いと 感じ ている

・ 地域の学校と の関係性が薄い

・ 行政と の役割分担や、 協働の仕方等に課題が残る

・ 平常時はいいが、 災害時にどう 連携を と るかが課題

②市町社協での取り 組み状況（ 主な意見）

・ 民児協の事務局設置（ ４ 社協）

・ ボラ ンティ ア連絡協議会の事務局（ 20社協）

・ 社会福祉法人等の地域公益活動推進のためのプラ ッ ト フ ォ ーム事業等の実施（ ３ 社協）

・ 町内の専門職の連携強化のための「 地域包括ケアシステム研究会」 の開催

・ 行政への社協事業の理解促進のための市議会議員と の勉強会の実施

③今後の展望や課題等（ 主な意見）

・ 自治会長、 区長への社協事業の理解の促進と 協力体制の確保

・ 多職種・ 多機関連携会議や課題別の検討チームの確立
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問２ 地域福祉計画と 地域福祉活動計画に関するこ と

１ ． 地域福祉計画について

⑴ 市町ごと の策定状況

⑵ 策定にあたっ ての社協と し ての関わり

⑶ 社協と し て感じ ているこ と

≪主な意見≫

・ 地域福祉計画と 地域福祉活動計画を 一体的に策定さ れている ので、 役割分担や協働の仕方が

明確化でき てよかっ た

・（ 一体的に策定し ていない市町） 実施目標や実施計画を 共有するこ と で、 役割分担や協働の

仕方が明確化でき るので、 一体的に策定し てほし い

・ 計画の進捗状況や評価がなさ れていないのでも っ たいなく 感じ る

・ 地域住民への周知がなさ れていない。 ぜひ見える化を し ても ら いたい。
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1 0 0 ％

■ 策定有（ 更新済）　 　 ■ 策定有（ 更新無）

0 ％ 2 0 ％ 4 0 ％ 6 0 ％ 8 0 ％

1 9 1

市町名 直近の策定年度 計画年度 市町名 直近の策定年度 計画年度

佐 賀 市 H28年度 H28〜R2年度 吉野ヶ 里町 H21年度 H21〜30年度

唐 津 市 H25年度 H26〜30年度 基 山 町 H29年度 H30〜R4年度

鳥 栖 市 H29年度 H29〜R3年度 上 峰 町 H26年度 H27〜R1年度

多 久 市 H29年度 H29〜R3年度 み や き 町 H29年度 H30〜R2年度

伊万里市 H29年度 H29〜R3年度 玄 海 町 H30年度 H31〜R5年度

武 雄 市 H27年度 H27〜R1年度 有 田 町 H19年度 H20〜24年度

鹿 島 市 H30年度 H30〜R4年度 大 町 町 H25年度 H26〜30年度

小 城 市 H28年度 H29〜R3年度 江 北 町 H29年度 H29〜R4年度

嬉 野 市 H29年度 H30〜R4年度 白 石 町 H28年度 H29〜R3年度

神 埼 市 H28年度 H28〜R2年度 太 良 町 H24年度 H24〜R1年度

1 0 0 ％

■ 活動計画と 一体的に策定　 　 ■ 策定委員会委員と し て参画　 　 ■ 協働による調査等の実施　 　 ■ 特になし

0 ％ 2 0 ％ 3 0 ％1 0 ％ 4 0 ％ 5 0 ％ 6 0 ％ 7 0 ％ 8 0 ％ 9 0 ％

47 18

1 0 0 ％

■有　 ■ 無

0 ％ 2 0 ％ 3 0 ％1 0 ％ 4 0 ％ 5 0 ％ 6 0 ％ 7 0 ％ 8 0 ％ 9 0 ％

1 2 8



２ ． 地域福祉活動計画について

⑴ 市町社協ごと の策定状況

⑵ 社協と し て感じ ているこ と

≪主な意見≫

( 策定し ている社協）

・ 策定のための作業に職員が携わるこ と で、 職員の意識向上にも つながっ ている

・ 策定にあたっ て地域の課題把握を いかに徹底し て行う かが重要だと 感じ た

・ 生活支援体制整備事業で取り 組んでいる 地域住民と の座談会等を 活用し て、 今後の策定に

向けて、 課題の把握や社協の取り 組みの方向性等を 進めていき たい

・ 現在の計画では、 数値目標の設定等にも 苦慮し 、 事業の列記に留まっ ており 、 評価が難し い

( 策定し ていない社協）

・ 行政の計画策定と 併せて、 活動計画の策定を 行いたい

・ 先の見通し が立たないため、 計画策定の必要性を あまり 感じ ない
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1 0 0 ％

■策定有（ 更新済）　 ■策定有（ 更新無）　 ■ 策定無

0 ％ 2 0 ％ 3 0 ％1 0 ％ 4 0 ％ 5 0 ％ 6 0 ％ 7 0 ％ 8 0 ％ 9 0 ％

1 1 63

市町名 直近の策定年度 計画年度 市町名 直近の策定年度 計画年度

佐 賀 市 H28年4月 H28〜R2年度 吉野ヶ 里町 - -

唐 津 市 H26年3月 H26〜30年度 基 山 町 H30年3月 H30〜R4年度

鳥 栖 市 H29年3月 H29〜R3年度 上 峰 町 - -

多 久 市 H29年3月 H29〜R3年度 み や き 町 - -

伊万里市 H29年3月 H29〜R3年度 玄 海 町 H31年3月 H31〜R5年度

武 雄 市 H30年3月 H30〜R1年度 有 田 町 H22年3月 H22〜24年度

鹿 島 市 H30年3月 H30〜R4年度 大 町 町 - -

小 城 市 H29年3月 H29〜R3年度 江 北 町 - -

嬉 野 市 - - 白 石 町 H25年3月 H25〜29年度

神 埼 市 H26年4月 H26〜30年度 太 良 町 H17年3月 H17〜21年度

1 0 0 ％

■有　 ■ 無

0 ％ 2 0 ％ 4 0 ％ 6 0 ％ 8 0 ％

1 1 9



【福祉施設・ 事業所アン ケート 結果】

調査Ⅰ． 福祉施設・ 事業所において課題と 感じ るこ と について

問１ 貴福祉施設・ 事業所において、 課題と 感じ ているこ と について教えてく ださ い。

１ ． サービス提供の中で、 課題と 感じ ている こ と があり ますか。 回答数： 99か所

※サービ ス提供の中で、 課題と し て感じ ているこ と は『 衛生面や感染症に関する こ と 』 が18. 4％と 最

も 多く 、 次いで『 権利擁護に関するこ と 』 が17. 1％、『 虐待防止に対する対応』 が14. 5％と なっ てい

る 。

〈具体的回答内容〉

・ 権利擁護に関し ては必ずし も スタ ッ フ の意識が統一さ れていない場面も 見ら れる。

・ 職員一人一人が利用者の立場を 理解する こ と が大切だが、 時間の制約などで、 業務遂行が第

一になっ ている場合がある。

・ 人員不足も あり 、 現体制のおいて現状以上のサービ スを 求めら れた場合に対応でき る か不

安である。

・ 職員の研修時間を 十分に確保でき ていない。

・ 感染症が発生し た場合、保健所は感染拡大を 防ぐ ために休園し てよ いと 思う が、 行政側はそ

う ではない。 また、 そう なっ た場合にも 、 保育を 必要と する保護者がいる。 明確なガイ ド ラ

イ ンの作成を 行い周知し てほし い。

・ 虐待防止について、 色々な家族があり 、 市の子ども 家庭課と 連携を と っ ている。 なかなか、

見えづら い家庭も あり 、 内容によっ てはどこ までふみこ んでいいも のか悩むこ と も ある 。
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2 5 .0 ％0 .0 ％ 5 .0 ％ 1 0 .0 ％ 1 5 .0 ％ 2 0 .0 ％

衛生面・ 感染症に関するこ と

権利擁護に関するこ と

虐待防止に対する対応

職員に関するこ と

家族への支援に関するこ と

個人情報に関するこ と

利用者の満足度に関するこ と

その他

1 8 .4 %

1 7 .1 %

1 4 .5 %

1 3 .2 %

7 .9 %

3 .9 %

2 .6 %

2 2 .4 %



２ ． 職員待遇に関するこ と で課題と 感じ ているこ と があり ますか。 回答数： 80か所

※職員待遇について課題に感じ ている こ と は、『 処遇改善加算に関するこ と 』 が45. 5％と 最も 多く 、 次

い『 勤務体制』 が35. 4％、『 給料に関するこ と 』 が5. 1％と なっ ている。（ ※その他を 除く ）

〈具体的回答内容〉

・ ほぼ同一の業務であるにも かかわら ず、 処遇改善等加算による 手当の支給で、 平等性を 十分

に確保する こ と が難し い実態があり 、 職員の不満も 出ている。

・ 職員不足により 、 部署によっ ては有給休暇の取得が進まない。

・ 年中無休の施設で働く 女性職員のために、 保育所の日曜開園を 望む。

・ 入所施設は夜勤体制や変則勤務、 土日出勤など の影響から 人材が集まり にく いのではと 感

じ ている。

・ ローテーショ ン勤務は、 常勤職員だけでし ているが、 人員不足のために早出・ 遅出の時間が

多く なっ てし まい、 職員の負担になっ てし まっ ている。

３ ． 施設整備に関するこ と で課題と 感じ ているこ と があり ますか。 回答数： 80か所

※施設整備について課題に感じ ている こ と は、『 施設改修に対する予算の確保』が61. 3％と なっ ている。

〈具体的回答内容〉

・ 施設の老朽化によ る建て替え、 改修だけではなく 、 利用者の高齢化、 重度化によ り 、 今後施

設整備( バリ アフ リ ー、 機械浴導入等) が必要になっ てく る。 施設整備の積み立てを 計画的

におこ なえる運営が、 今以上に必要と なっ てく る。

・ 利用者個々に応じ た設備が不十分。 身体能力の低下や自閉的傾向のある 方への個別の環境

づく り が必要。
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5 0 .0 ％0 .0 ％ 1 0 .0 ％ 2 0 .0 ％ 3 0 .0 ％ 4 0 .0 ％

処遇改善加算に関する こ と

勤務体制に関する こ と

給料に関する こ と

人事考課に関する こ と

職員の資質向上に関する こ と

福利厚生に関する こ と

配置基準に伴う 補助に関する こ と

その他

4 5 .5 %

3 5 .4 %

5 .1 %

2 .0 %

1 .0 %

1 .0 %

1 .0 %

9 .1 %

6 1 .3 % 3 8 .8 %

■予算の確保 ■その他



・ 空調整備が耐用年数を 超えており 、 修繕の繰り 返し と なっ ている。 新設工事を し たいが資

金面で困難。

・ 園舎の経年劣化、 老朽化が進み補修箇所が多いが大き な予算が必要と なり 、 小さ な園では補

助金利用も ３ 分の１ 自己負担なので補修が難し い。

・ 古い園舎なのでリ フ ォ ームを 繰り 返し 続ける こ と が大変。 かと いっ て地理的に子ど も の入

所が増えるか微妙なので、 新設を 控えている。

４ ． 広報に関する こ と で課題と 感じ ている こ と があり ますか。 回答数： 63か所

※広報について課題に感じ ている こ と は、『 広報の充実に関するこ と 』が47. 4％と 最も 多く 、次いで『 個

人情報の安全面への配慮』 21. 1％、『 更新作業の増加』 が18. 4％と なっ ている 。（ ※その他を 除く ）

〈具体的回答内容〉

・ ホームページはあるが、 タ イ ムリ ーに更新ができ ていない。

・ 個人情報の取り 扱いが難し く 、 保護者の同意を 得てモザイ ク など の加工が必要で児童の日

常の写真を 載せる 事への課題が多い。

・ ホームページや広報紙、 SNS( 公式T w itter) 等一通り の広報活動は展開し ている が、 充分な

反応が得ら れている状態ではなく 、 今後も よ り 地域住民を はじ めと し た利用者のニーズに

応えるよ う な展開を 検討し ていく 必要がある 。

・ 利用者ご家族様への便り は月１ 回行っ ている。 ホームページのリ ニュ ーアル行い、 施設便

り も 載せるよう 、 またスマート フ ォ ン 対応と 、 ご家族様、 幅広い層に情報が届けら れるよ う

取り 組んでいる 。

・ 個人情報と いう も のの捉え方が個々人で違いすぎて、 基本的な考えの周知が必要である。

園での事業や方針等は地域の会議や官報にて知ら せている。
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5 0 .0 ％ 6 0 .0 ％ 7 0 .0 ％0 .0 ％ 1 0 .0 ％ 2 0 .0 ％ 3 0 .0 ％ 4 0 .0 ％

ホームページなどの広報媒体を十分に活用できていない

個人情報の安全面への配慮

更新作業の増加

作成や維持費に伴う 資金不足

家族への対応に関する こ と

その他

4 7 .4 %

2 1 .1 %

1 8 .4 %

7 .9 %

5 .3 %

6 5 .8 %



５ ． 地域住民と の交流に関するこ と で課題と 感じ ている こ と があり ますか。 回答数： 71か所

※地域住民と の交流については、 回答があっ た施設ではすでに実施中のと こ ろ が最も 多く 、 32. 9％と

なっ ている。 次いで課題に感じ ている こ と は、『 休日の行事等が多く 職員の負担が大き い』 が15. 7％、

『 住民の理解』 が14. 3％と なっ ている。（ ※その他を 除く ）

〈具体的回答内容〉

・ 当方の人員不足によ り 、 他所に出掛けて行っ ての交流は困難である。 当方への招待だけに

ついては、 長年頑張っ て行っ ている。

・ 地域住民と の交流会については、 職員不足の現状のため、 参加については難し い現状であり

保育園内には余分な交流スペースがないため、 地域住民の招待は困難である。

・ 子ども を 取り 巻く いろ いろ なつながり に子ども 会や婦人会、 老人会があっ たが、 その集まり

が田舎でも 殆ど なく なり 、 子供たち に人のつながり や絆を ど こ から 作っ て教えていけばよ

いのか悩む。

・ 地域行事等で要請には出来る 限り 応じ ている が、 休日の行事が多く 、 その参加のために、 職

員の負担が大き い。

６ ． 危機管理に関する こ と で、 課題に感じ ている こ と を お聞かせく ださ い。（ 緊急時の連絡体制の整

備や防犯対策、 災害時の事業継続計画（ BCP） の策定等） 回答数： 83か所

〈具体的回答内容〉

・ 実際に災害に遭っ ていないため、 危機管理の意識はあっ ても 具体的に想像でき ないのが課

題。

・ 施設周辺の環境（ 市街地） から 考えると 、 セキュ リ ティ 強化の必要性を 大き く 感じ る が、 反

面生活施設と し て閉鎖的になっ てし まう のではないかと いう 相反する 状況で、 防犯対策（ 設

備面） 行き 詰っ てし まう 。

・ 職員数の少ない状況での災害時等、 利用者を 安全に避難でき る か不安である 。

・ 防災についての基本的な計画は策定でき ているが、 地域と の連携や、 訓練体制が不十分であ

る。

・ 不審者侵入に対し て本園分園共に周囲のど こ から でも 入れてし まう 環境にある。 地域と の

交流が多い地区だけに閉鎖的でも いけないし 、 難し さ を 日々感じ ている。
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2 5 .0 ％ 3 0 .0 ％ 3 5 .0 ％0 .0 ％ 5 .0 ％ 1 0 .0 ％ 1 5 .0 ％ 2 0 .0 ％

特になし （ 実施中）

職員の負担が大き い

地域住民の理解

地域住民と の交流の具体的な取り 組み方がわから ない

地域の高齢化により 、 内容の検討が必要

日常の業務で手が回ら ない

その他

3 2 .9 %

1 8 .6 %

1 5 .7 %

1 4 .3 %

1 0 .0 %

5 .7 %

2 .9 %



７ ． その他 回答数： 18か所

〈具体的回答内容〉

・ 利用契約書など、 よ その事業所はど のよ う にさ れている か知り たい。 事業所の責任や賠償

について等を どこ まで具体的にし た方が良いか課題と 感じ ています。

・ 利用者様の保護者様が高齢になっ ておら れ、 親亡き 後の後見人など課題が大き い。

・ 保育士の数が少なく パート でも よいから と 条件を のんでし まう が、 パート が増える こ と で、

早出、 居残り 等の人数に限り が出て、 シフ ト が組めない状況になっ ている 。

問２ 貴福祉施設・ 事業所における 取り 組みについて教えてく ださ い。

１ ． 受付し た苦情の解決・ 改善結果の公表について、 公表の方法や工夫さ れている点についてお聞か

せく ださ い。 回答数： 62か所

※苦情等の公表については、 その他を 除き 、『 施設・ 事業所内掲示板によ る公表』 が30. 2％と も っ と も

高く 、 次いで『 施設・ 事業所等の広報誌による公表』 が20. 6％、『 ホームページによる公表』 が9. 5％

と なっ ている 。（ ※その他を 除く ）

〈具体的回答内容〉

・ 苦情・ 要望等があっ た都度、 公表でき るも のについては、 施設内に掲示し ている 。 また、 年

１ 回季刊誌に苦情・ 要望の内容について掲載し ている 。

・ 利用者のみに利用者懇談会等で改善結果を 公表し ている。 広報誌に掲載し ていないため今

後は、 公表し ていく よう に努める。

・ 苦情解決に関し ては、 園内のマニュ アルにそっ て改善を 図っ ている 。 改善結果は、 必ず保護

者には報告を 行い、 保護者会総会時等に個人情報に配慮し た形で保護者には報告を し てい

る。 苦情・ ク レ ームに対する職員の対応に関し ては、 研修会等で学習の機会を 作り 努力を し

ている 。

・ 受付し た苦情については、「 園だより 」 に掲載し 、 保育参観などの保護者の集まる 場におい

て、 丁寧に説明する よう にし ている。 また、 法人と し て解決に至る手続き や解決後の結果報

告などを 整備し た新要項を 策定し た。
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2 5 .0 ％ 3 0 .0 ％ 3 5 .0 ％ 4 0 .0 ％ 4 5 .0 ％0 .0 ％ 5 .0 ％ 1 0 .0 ％ 1 5 .0 ％ 2 0 .0 ％

施設・ 事業所内掲示板による 公表

施設・ 事業所等の広報誌によ る公表

ホームページによ る公表

その他

3 0 .2 %

3 9 .7 %

2 0 .6 %

9 .5 %



２ ． 施設事業所のサービス向上を 目的と し た福祉サービ ス第三者評価事業やその他の評価制度（ ISO ）

などを 活用さ れていますか。 回答数： 44か所

※施設事業所のサービ ス向上を 目的と し た福祉サービ ス第三者評価事業やその他の評価制度（ ISO）

などを 活用については、現時点では活用さ れていないと こ ろ が多かっ たが、受審済または受診予定、

今後検討し たい等と し ている施設事業所は、 回答があっ た44カ 所中24か所であっ た。

〈具体的回答内容〉

・ 活用し ていないが、今後第三者評価を 受け、外部に対し アピ ールでき る よう にし ていき たい。

・ 以前、 第三者評価を 行っ たが、 あまり 意義を 感じ なかっ た。

・ 取り 組むにあたっ て、人的な負担が大き いと 感じ ている（ 手がかかる） 評価の質についても 、

よく 理解でき ない。

・ 以前福祉サービ ス第三者評価を 受けたが、 その後受けてない。 形式的な内容だっ たので活

用し なかっ た。
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5 0 .0 ％ 6 0 .0 ％ 7 0 .0 ％0 .0 ％ 1 0 .0 ％ 2 0 .0 ％ 3 0 .0 ％ 4 0 .0 ％

第三者評価等の受審済

第三者評価等を 受審予定

第三者評価等の受審を 検討し たい

ISO の活用

その他

6 2 .5 %

4 .2 %

1 2 .5 %

8 .3 %

1 2 .5 %



３ ． その他、 貴福祉施設・ 事業所において、 特に力を 入れている取り 組みがあり まし たら 教えてく だ

さ い。 回答数:56か所

※特に力を 入れている取り 組みにおいては、『 利用者処遇の向上』 が最も 多く 21. 4％、 次いで『 地域と

の交流』 が19. 6％、『 職員の資質向上』『 教育』 が12. 5％と なっ ている。（ ※その他は除く ）

〈具体的回答内容〉

・ PCによ る事務処理時間の業務省力化。 園内SNSによ る情報の共有化。

・ 職員が笑顔で仕事ができ なければ利用者は楽し めないので、 職員の処遇改善にはまず力を

注いでいる 。

・ 地域に向けた活動を 積極的に行う 。 良質の商品づく り への取組み等。

・ 少子化の中、 子ども 達の健全な育成は喫緊の課題である。 そのためには、 大人（ 特に親） の

愛情のある 適格な支援が必要である。 当園では、 障害児者の支援だけでなく 、 それを 超えた

子育てに不安や悩みがあるご家族や親の支援を 行う ために、 集いの場・ 学習会・ レ ク リ エー

ショ ン等を 企画し ている。

・ 利用者・ 家族へのアン ケート 実施（ 年1回） し 、 サービスや接遇マナー向上へつなげている 。

人材育成のための研修。

・ 菜園と 通し ての食育。

４ ． 事業方針や運営に関する中長期的な計画の策定又は予定があり ますか。 回答数： 71か所

( 具体的回答内容）

・ 事業所独自で、 中長期計画を 策定し ている。

・ 事業計画の中で将来的なビジョ ンを 定め、毎年、中期、長期の計画へ繋げています。 法律が、

変わる など環境が変わると 見直し が必要になる が、 それはそれで当たり 前だと 思う 。

・ 年度ごと に、 地域ニーズや福祉施策を 考慮し 、 事業所単位にて中長期的な事業計画を 策定し

ている 。 法人の計画は、 別途法人が策定。

・ 中期長期計画は策定し ている 。 課題と し て、 介護保険制度、 介護報酬等が頻繁に改定さ れ数

値を いれた中長期計画の策定が困難。

・ 法人と し ての中長期計画はある。 課題と し ては、 内容が十分と は言えない部分がある ため、
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2 5 .0 ％0 .0 ％ 5 .0 ％ 1 0 .0 ％ 1 5 .0 ％ 2 0 .0 ％

利用者処遇の向上

地域と の交流

職員の資質向上

教育

業務改善

食育

広報

その他

2 1 .4 %

1 9 .6 %

1 2 .5 %

1 2 .5 %

7 .1 %

5 .4 %

3 .6 %

1 7 .9 %



中長期計画策定方法の勉強が必要。 事業所ごと の中長期計画が明確でない部分も ある ため、

こ れも 同様に勉強が必要。

５ ． 子ども たち を 対象と し た福祉の担い手の養成につながる「 福祉の心を 育てる取り 組み（ 福祉

教育）」 についてお聞かせく ださ い。 回答数： 53か所

( 具体的回答内容）

・ 近く の老人施設を 年に１ 度訪問し 、 交流会を 実施し ている 。

・ 市内の２ つ小学校と 毎年、 交流会を 計画し 、 施設の概要説明や、 利用者と ボウリ ング等のレ

ク リ エーショ ン 等を 取り 入れて交流を 図っ ている。 市内の中学校や高校へ出向き 、 出前講

座を 実施し 事業所を 知っ ていただく よう 実施し ている 。

・ 中学生のイ ンタ ーン シッ プ受入れや高校生のボラ ン ティ ア受入れなど､場合によ っ ては学校

と 施設の間で送迎を 行っ たり し て、 よ り 多く の子ど も 達が福祉の体験を 出来る よ う 実施し

ている。

・ 近隣の小学校児童、 中学校生徒の定例的訪問に積極的に対応し ている。 課題と し ては、 福祉

の担い手の養成につながっ ている かどう かわから ないこ と 。

・ 子ども たち を 対象と し た福祉教育には、 特には取り 組んでいないが、 小中学校のボラ ン ティ

アの受け入れや子ども たちの施設慰問の受け入れ、 高校、 大学から 実習生の受け入れは、 積

極的に行っ ている。 課題と し ては、 子ど も たち を 対象と し た福祉教育を 行う 機会が少ない

こ と 及び教育を 担当する職員に人的余裕がないこ と 。

問３ 法人の「 地域公益活動」 に関する こ と について教えてく ださ い。

１ ． 貴法人では今般の改正社会福祉法で求めら れる 「 地域における 公益的な取組」 と し ての取り 組み

があり ますか？ 回答数： 46か所

・ 園庭の開放、 地域交流スペースの一般への使用許可。

・ 毎年、 講演会を 開催し ている 。

・ 単身障害者のごみ出し 、 見守り を 実施。 カ ラ オケサロンの場所の提供。

・ 子育て講座（ 定期的に子育て支援拠点事業を ベースに、 専門家による 無料の講座を 実施）

・ サマースク ール（ 小学生を 対象と し た宿題支援）、 認知症サポータ ー研修（ 小中高校生を 対象と し

た養成研修）、 生活困窮者就労準備支援事業受託（ 就労支援を 実施）

・ 多世代交流型食堂（ 地域の生活困窮者、 独居高齢者、 こ ども 達を 招いての食堂を 開催、 野菜販売、

介護養成校による レ ク 等の実施）

・ 日頃お世話になっ ている地域の方を 夏祭り に招待し 交流し ている 。
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２ ． ( 取り 組みがある場合） 上記（ 1） の取り 組みにおいて、 課題があれば教えてく ださ い。

・ 限定さ れる と こ ろ があるので、 広域に効率よく 進めていき たい。

・ 人員不足により 、 依頼さ れる すべての地域への派遣が難し い。 現場の職員の派遣が難し く 、 限ら

れた職員での参加になる。

・ 職員２ 名で対応し ているため、 職員の休暇等で１ 名になる 場合、 他の部署から の応援が必要と な

る。

３ ． ( 取り 組みがない場合）「 地域における 公益的な取組」 に関し て、 課題と 感じ ているこ と があれ

ば教えてく ださ い。

・ 本来の社会福祉事業だけで手一杯の現状がある 。 予算、 人員配置、 時間等課題である。

・ 地域のニーズの把握が十分でなく 、 一方的な計画では住民に受け入れら れない。 まずニーズを 明

確にするこ と から 着手し たい。

・ 園内のこ と で手いっ ぱいと いう のが正直なと こ ろ 。 も ちろ ん地域課題の解決に法人と し てでき る

こ と があれば、 取り 組みたい気持ちはある。

・ 具体的な取り 組みを 行っ ている法人が近く にないので、どんな内容で取り 組めばよ いのか検討中。
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【共通アンケート 結果】

調査Ⅱ 法人経営に関するこ と について

※本項目については、 法人ごと の様々な状況があるため、 今回はその傾向を まと めています。

問１ 法人経営に関するこ と について

・ 法人経営上の課題と し て、 理事及び評議員の人材確保、 理事会と 評議員会の内部牽制体制を 挙げ

ら れていた。 次いで、 職員の人材確保、 安定財源の確保、 的確な情報収集を 挙げら れていた。

・ 法人の課題解決のために役職員による会議や研修を 行っ ている 法人も あるが、 課題と 感じ ながら

も 取り 組めていない法人も あっ た。

・ 県・ 市町行政及び県社協に期待するこ と と し ては、 各種制度や法改正の際の支援や説明会の実施

を 多く の法人が挙げら れていた。 また、 施設事業所法人から は県社協に対し 、 人材育成・ 職員の

資質向上のための研修の推進を 期待さ れている と こ ろ が多かっ た。

問２ 職員の確保と 定着に関するこ と について

｜ 職員採用計画

・ いく つかの法人では一定期間を 見据えた採用計画を 立ててあるも のの、それほど多く ない。 また、

法人ではなく 事業所単位で採用を 考えている と こ ろ が多い。 ただ、 人材不足のため計画通り には

いかず、 求職希望者がいれば随時採用面接を 実施し ている と こ ろ も あっ た。 また、 法人規模のよ

り 採用状況に差があり 、 毎年職員採用を し ていない法人では、 採用計画の必要性が乏し いこ と も

一因と 思われる 。

｜ 職員募集の方法・ 工夫

・ ハロ ーワーク 、 福祉人材センタ ー（ 県社協）、 事業所ホームページへの掲載、 養成学校、 新聞広告

などを 活用し て職員募集を さ れている。 また、 それぞれの法人で、 よ り 求職者の目にと まる よう

なＰ Ｒ 動画の作成や待遇面を 明確に表示し たり 、 ホームページに職員のやり がい等を 掲載さ れて

いる と こ ろ も ある。 ただ、 既存の方法では求職者が集まり にく く なっ ており 、 どのよう な求人方

法が効果的なのか悩まれている意見も あっ た。

｜ 職場環境改善

・ 定時終業の取組みや有給休暇の取得推進については、 ほと んど の法人で取組まれている 。 また、

施設事業所法人では介護機器やＩ Ｃ Ｔ の導入によ り 、 職員の身体的な負担軽減や事務負担の軽減

及び作業効率の向上に取り 組まれていると こ ろ も ある。 し かし 、 土曜日曜の利用者支援を し てい

る 施設（ 事業所） 法人では、 職員の人材不足も あり 、 職員の有休希望を 全て聞く こ と は難し いと

いう 意見も あっ た。
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｜ 人事考課

・ いく つかの施設（ 事業所） 法人で取組まれており 、賞与に反映さ せる仕組みを 設けてあっ た。 キャ

リ アアッ プに対する意識啓発、 ヤル気を 維持する仕組みと 捉えら れている と こ ろ も ある 。 取り 組

まれていない法人では、 何を も っ て評価し てよいのかと 悩まれている 意見があっ た。

｜ 労災防止・ ハラ スメ ント 対策

・ メ ン タ ル面での不調者が出ている 法人があり 、 職員の定期的なスト レ スチェ ッ ク や職場内での面

談に取組んでいると こ ろ が多い。 ハラ スメ ン ト 対策は、 職員研修や相談窓口の設置などに取り 組

まれている 。 ただ、 メ ンタ ル不調者に対する 支援を どのよ う にするか、 ハラ スメ ント 対策も 十分

な把握ができ ているか不安に感じ ている 法人も あっ た。

｜ 福利厚生等職員支援

・ 福利厚生センタ ーへの加入や健康診断費用を 事業所が負担し ている法人は多かっ た。 また、 職員

の親睦会やク ラ ブ活動に助成を し ている 法人も あっ た。

問３ 職員の育成に関する取り 組みについて

｜ 職員個人別研修計画

・ 職員個人別研修計画を 立てている と こ ろ は少ないも のの、 勤務年数などを 考慮し 、 年度当初に受

講予定者を 決めている 法人はあっ た。 ただ、 研修開催時期や勤務シフ ト の調整などによ り 、 予定

通り に受講でき ない場合も あっ た。

｜ 外部研修利用・ 法人独自研修

・ 利用し ている外部研修は、 福祉人材・ 研修センタ ー、 各種別団体の研修、 九州ブロッ ク ・ 全国ブ

ロッ ク で開催さ れる研修に参加さ れている法人が多い。 また、 介護福祉士会や栄養士会が実施す

る専門的研修に参加さ れている施設（ 事業所） 法人も あっ た。 法人独自研修では、 研修委員を 決

め、 職員会議等で研修テーマを 決めて外部研修を 組むなどし て、 タ イ ムリ ーな課題等を 学ぶ機会

と し ている 法人があっ た。 ただ、 法人独自研修は規模の小さ い法人では実施が難し く 、 それ以外

の法人でも 他法人・ 他事業所等と の交流の機会と 捉え、 どの法人も 県内・ 県外を 問わず積極的に

外部研修に職員を 派遣すると こ ろ が多かっ た。 ただ、 研修開催時期や勤務シフ ト の調整などによ

り 、 予定通り に受講でき ない場合も あっ た。

｜ 職員の自己啓発支援

・ 支援を し ている 法人では、 資格取得費用の助成、 受験費用の助成、 資格取得にかかる実習等の職
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務免除扱いや休日の優先付与、 資格手当などを 挙げている 法人が多かっ た。 ただ、 助成制度は設

けている法人において、 利用希望者があまり おら ず、 職員にためになっ ているのか定期的に支援

のあり 方と 考えないと いけないと の声も あっ た。

｜ 職員育成に関する新たな取組み

・ 職員育成に関する新たに取組みたいこ と と し ては、 社協は時間外労働の削減、 施設（ 事業所） 法

人はＩ Ｃ Ｔ の推進によ り 事務負担の軽減や職員のモチベーショ ン向上のための取り 組みを 挙げら

れており 、 より 職員の技術向上や職場環境改善に繋がる取組みを 推進し ていき たいと 考える 法人

があっ た。

｜ 職員育成における県・ 市町行政と 県社協に対する 期待

・ 県・ 市町行政に対する 期待と し ては、 法人運営における安定財源の確保と 人材確保に繋がる よう

な求職者に対する 佐賀県の魅力発信を 挙げら れていた。 行政が県外に進学し ていっ た学生に対

し 、 佐賀県内に戻り 就職し たく なるよう な魅力を アピールし ても ら えれば、 今よ り も 人材確保に

繋がると 考えての意見があっ た。

・ 本会に対する 期待と し ては、 職員の資質向上に繋がる 研修実施を 求めている と こ ろ が多かっ た。

また、 求職者がどのよ う な職場環境を 望まれている のか、 どの程度の待遇面を 希望し ている のか

を 調査し 、 情報提供を し ても ら いたいと の意見も あっ た。

問４ 法人の地域公益活動に関する こ と について

｜ 社会福祉法人と し ての地域公益活動の取組

・ 社協と 施設（ 事業所） 法人では若干異なる取り 組みが見ら れ、 施設（ 事業所） 法人でも 事業種類

によ り 取組内容が異なっ ていた。

・ 社協では、 生活困窮者等を 支援する フ ード バンク 、 低所得者世帯の支援と し ての学用品譲渡事業、

地域住民の集いの場と なるコ ミ ュ ニティ 食堂などに取り 組まれていた。 また、 判断能力が十分で

ない方を 支援するため、 成年後見事業に法人と し て取り 組むと こ ろ も ある。

・ 障害者施設においては、 買い物が不便な地域での移動販売、 地域の清掃活動、 こ ども 食堂、 地域

住民と の交流事業などに取り 組んである 。 また、 刑余者の支援と し て、 県地域定着支援セン タ ー

と 連携し 、 生活支援を 行っ ている と こ ろ も ある。

・ 保育園では園庭解放、 地域の高齢者と の交流、 育児相談などに取り 組んでいると こ ろ が多い。

｜ 新たに取り 組みたいと 考えている地域公益活動

・ 社協・ 施設（ 事業所） 法人に関わら ず、 単独ではなく 地域の社会福祉法人が連携し て課題に取り

組む事業を 考えてら れていた。 ただ、 施設（ 事業所） 法人は地域ニーズの把握ができ ていないと

いう 不安も あり 、 その点においては市町社協から 情報提供、 または情報共有・ 連携する 機会を 希

望さ れると こ ろ も あっ た。
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｜ 地域公益活動に関する県・ 市町行政と 県社協への期待

・ 県・ 市町行政に対する 期待と し ては、 社会福祉法人だけに任せるのではなく 、 一緒になっ て取り

組める体制を 希望さ れると こ ろ があっ た。

・ 本会に対する期待と し ては、 社会福祉法人が地域に還元でき る こ と と し て他県での取り 組みや先

進的な取り 組みを 紹介・ 情報提供し て欲し いと の意見があっ た。 また、 県社協と 市町社協が連携

し て、 県内の地域ごと のニーズを 調査し て欲し いと の意見も あっ た。
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調査Ⅲ． その他県社協や行政に期待するこ と について

【 市 町 社 協 】

( １ ） 県社協に期待するこ と

≪主な意見≫

・ 先駆的な取り 組み推進へのリ ーダーシッ プ

・ 他社協が取り 組む事業等についての情報収集と 情報提供

・ 事業実施の参考と なる事例を 学べる 研修会の実施

・ 職員の資質向上につながる研修会の実施

・ 社協の活動についての行政（ 国や県） に対し てのアピ ール

・ 助成事業の実施

・ 県内市町の地域福祉活動計画策定状況や重点的な取り 組み等についての情報提供

・ 地域福祉活動計画策定の必要性、 位置づけ、 策定作業の進め方、 評価の方法等についての意

見交換や研修の実施

・ 県内の地域福祉活動推進にあたっ ての中長期的な方向性の提示

・ 県内社協の指導

・ 事業推進にあたっ ての各市町社協間の連携強化の推進

( ２ ） 行政に期待するこ と

≪主な意見≫

・ 情報の共有と 課題解決に向けた連携

・ 社協事業に対する 理解の促進

・ 補助金、 委託金、 助成金等の増額

・ 他の福祉計画と 地域福祉計画の位置づけの明確化

・ 地域福祉計画と 地域福祉活動計画の一体的な策定

・ 地域住民の意見等の十分な把握と 計画への反映

・ 地域福祉活動計画策定に際し ての行政のリ ーダーシッ プ

・ 地域福祉活動計画策定にあたっ ての財源（ 補助金等） の確保

・ 地域の課題解決に向けた市町社協と のよ り 一層の連携強化

・ 行政と し ての地域福祉推進の方向性の明確化

【 福祉施設・ 事業所 】

( １ ） 県社協に期待するこ と

≪主な意見≫

・ 各般の課題について、 解決に資する よう な相談体制を 整備し てほし い。

・ 福祉の仕事のイ メ ージアッ プを 図り 、 人材育成・ 確保を 主導的に担っ ても ら いたい。

・ 小学校、 中学校の生徒へ介護に対し て興味を 持つ機会を 市町社協に行っ ていただき 、 介護人
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材不足の解消を 施設法人と と も に取り 組んで頂き たい。

・ 地域に開かれた施設の在り 方を 具体的に指示し てほし い。

・ 新し い諸規程集を 作っ て、 指導し て欲し い。

・ 高齢者や子供達が住み慣れた地域で安心し て暮ら せる よう に、 社会福祉協議会と 社会福祉法

人が協力し てでき る事業も あると 思う 。 是非、 社協には中心的役割を 担っ て欲し いと 期待す

る。

・ シルバー人材を 含めた福祉の担い手（ ボラ ンティ ア等） の養成

・ 階層別研修や、 課題別研修は年間計画で派遣を 決める が、 年度によっ て内容が変化し 派遣す

る 予定のも のがなく なっ ている こ と がある。 次年度の計画は１ 月末ごろ よ り 企画する ので、

早めに研修内容を 知ら せてほし い。

・ 各地域でのボラ ンティ ア育成や小規模福祉マンパワー面接会（ 地域に特化し た） の実施。

・ 私立の保育園においては、 すべての面で園独自になり 、 理事長・ 園長に責任がかかり 、 規則

等悩む事が多いので県社協がより どこ ろ になっ てほし い。

( ２ ） 行政に期待するこ と

≪主な意見≫

・ 県を 挙げて、 福祉の現場のイ メ ージアッ プを 一緒に考えていただき 、 福祉分野への就職率を

アッ プさ せる施策を 考えていただき たい。

・ より 思いき っ た子ども 施策、 予算の確保を し なければ、 子ども の数は減るばかり だと 思う 。

・ 佐賀県なら ではの、 事業や支援（ 補助金） を つけてほし い。

・ 処遇加算等加算Ⅱによる 手当の支給について、 法人の自主裁量により 公平性を 十分確保し た

配分ができ るよう な制度への抜本的な見直し が望まれる。

・ 施設等の改修や補修について技術的な支援や相談窓口の設置を 願いたい。

・ 地域に開かれた施設あり 方を 具体期に指示し て欲し い。

・ 社福以外のNPO法人等も 活用し 、 保護者が安心し て利用でき る福祉サービスの体制強化が計

画さ れ行われているが、 人材、 予算が充分に確保でき れば保育園においても 、 充実し たサー

ビスの提供を 行う こ と ができ る。 対応でき る施設数を 増やすだけでなく 、 質の向上が求めら

れる今、 現状以上に各施設の人材確保、 職員の処遇に関し て検討を 深めても ら いたい。

・ 相談支援事業所の数が不足し ている 。 サービス利用希望の相談があっ ても 、 受けても ら える

事業所を 探し たり 、 計画作成までに時間が掛かり 、 適切なタ イ ミ ングでサービスの提供が出

来ない場合がある 。 サービス利用者は年々増えており 、 行政から も 各事業所へ協力依頼を お

願いし たい。

・ 介護サービ スの情報公表や福祉サービス第三者評価事業の公表などが施設を 選択する基準と

なっ ておら ず、 結局口コ ミ や評判で施設を 選んで頂けるこ と が多い。 施設と し ても 「 他施設

と 差別化」「 売り 」 を PRでき る 方法がある と あり がたい。
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Ⅵ 佐賀県社協への期待

佐賀県社会福祉協議会 第１ 期地域福祉推進計画（ 中期計画）（ 以下、 中期計画と 称す） に対する 評

価と 意見については以下に示す通り である。

１ ． 評価でき る 点

中期計画の基本理念と ス ロ ーガン を 具現化する 事項と し て 、 ５ つの基本目標（ 柱） を 掲げており 、

実行する に当たり 13項目の取組方針が明示さ れている。 各取組方針については、①現状、②課題分析、

③方向性、 ④推進項目から 構成さ れ、 事業展開が取組年次と し て具体的目標を 設定し た点で評価でき

る 。

２ ． 今後さ ら に努力を 期待する 点

こ の中期計画が貴会の短期計画（ 年度毎の事業計画等） への反映や将来的な事業展開を 踏まえ、 状

況に応じ たビジョ ン が示さ れる 必要があり 、 短期計画と 中期計画の整合性が求めら れる。 その点にお

いて、 中期目標の進捗状況を 客体化でき る評価体制の整備と その公開が必要と なる。 また【 福祉は人

なり 】 と 示さ れると おり 、 地域福祉に携わる 公私の担い手づく り においても 計画的且つ継続的な人的

確保に尽力頂き たい。 特に佐賀県20市町の社会福祉協議会と の連携を 強化し 、 アウト リ ーチの観点か

ら 、 ソ ーシャ ルサポート ネッ ト ワーク （ 公私協働による 地域福祉ネッ ト ワーク ） の構築に資する 人的

養成モデル地区の指定が急がれる。 一定のモデルを 佐賀県下の共通テーマと し て普遍化し 、 地域福祉

の担い手育成モデル佐賀県社会福祉協議会と し ての位置を 確立し たい。 本中期目標を 反映し た上で今

後貴会での策定が求めら れる「 長期計画」 の作成においては、 地域福祉人材整備モデルと なる『 佐賀

県社協型人材育成方式』 を 全国に先駆け発信頂き たい。 福祉の人手不足は待っ た無し の現状であり 、

佐賀県民80万人、 20市町の地域性を 活かし た【 佐賀県社協8020福祉人材養成プロジェ ク ト 】 の独自構

想が求めら れる。 こ の点においても 社会福祉法人と し ての地域貢献を 鮮明に打ち出し 、 貴会の今後に

更に期待を 寄せたい。

３ ． 感想

中期計画作成に当たり 、 各部署において協議を 深め、 あるべき 方向性を 定めながら 検討を 重ねた点

は評価でき る。 地域福祉計画は地域住民相互の意見を 反映し つつ、 主体的に参画する 地域力の醸成が

求めら れる。 同様に中期計画においても 市町社会福祉協議会の現状を 踏まえつつ、 佐賀の地域福祉力

向上に資する ビ ジョ ン を 県域と し て示す必要があろ う 。 佐賀県20市町の社会福祉会協議会を 統括し 、

明日の佐賀における 地域福祉を 主体的に指し 示す中期計画であるためにも 推進項目の取組年次評価の

毎年公表が求めら れる。

西九州大学 社会福祉学部社会福祉学科 学科長

滝口 真
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Ⅶ 参考

社会福祉法人佐賀県社会福祉協議会

社会福祉活動計画（ 仮称） 策定プロジェ ク ト チーム設置要綱 (H30, 4, 12時点)

( 設 置）

第１ 条 社会福祉法人佐賀県社会福祉協議会（ 以下「 本会」 と いう 。） は、本会における 中期計画「 佐

賀県社会福祉協議会社会福祉活動計画（ 仮称）」 の策定に関し 、 プロジェ ク ト チーム（ 以下「 Ｐ Ｔ 」

と いう 。） を 設置する。

( 目 的）

第２ 条 Ｐ Ｔ は、 次の事項について検討を 行う 。

⑴ 計画策定に必要な実態やニーズの把握、 課題の整理、 分析等に関するこ と 。

⑵ 計画骨子案・ 素案のまと めに関する こ と 。

⑶ 前各項に定めるも ののほか、 座長が必要と 認める事項に関するこ と 。

( 構 成）

第３ 条 Ｐ Ｔ は、 本会事務局次長及び職員５ 名を も っ て構成する。

( 座 長）

第４ 条 Ｐ Ｔ には座長を 置き 、 座長は事務局次長と する。

( 会 議）

第５ 条 Ｐ Ｔ の会議は、 座長が必要と 認める場合に適宜招集し 、 開催する。

( 意見等の聴取）

第６ 条 Ｐ Ｔ が策定にあたっ て特に必要と 認めたと き は、 会議等に第３ 条に規定する以外の職員の

出席を 求め、 意見を 聞く こ と ができ るも のと する。

( 庶 務）

第７ 条 Ｐ Ｔ の庶務は、 総務企画課で処理する。

附 則

こ の要綱は、 平成30年４ 月12日から 施行する 。
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佐賀県社会福祉協議会 第１ 期地域福祉推進計画

策定までのスケジュ ール

※県社協PT（ プロ ジェ ク ト チーム） は、 次長（ ２ 名）、 各課係長（ ５ 名） の計７ 名で構成し ています。

※PT ワーキングは、 各課係長（ ５ 名） で構成し ています。
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